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第１章 はじめに 

1-1 公共施設等総合管理計画の策定の趣旨 

 

現在、町が保有する公共施設の多くは、人口増加に伴う公共サービスの増加への対応や豊かさの

創出を目指し、高度経済成長期後半からバブル期にかけて整備されてきたものです。その結果、施

設の重複や老朽化に伴う大量の施設更新が今後の問題となって浮かびあがってきています。 

 

 また、我が国においては、国の債務残高が 1,100 兆円を超える額にまで達し、地方財政におい

ても少子高齢化の急速な進展に伴う社会保障費の増加など、より厳しさを増すなか、変化する住

民ニーズにも的確に対応していく必要があります。 

 

このような中、これまでの手法で公共施設の維持管理・更新を継続し続けることは、財政面で

も大きな負担となり、真に必要な公共サービスにも影響を与えかねないことが懸念されます。町

の健全な財政を維持し、公共サービスの提供を持続可能とするためには、住民・議会・行政等が

課題を共有し、公共サービスのあり方を見直し、公共施設統廃合・再配置・更新等の指針を示さ

なければなりません。 

 

また、国は、平成 25 年 11 月に「インフラ長寿命化基本計画」を策定し、これを上位計画と

する地方公共団体の行動計画として、平成 26 年 4 月に「公共施設等総合管理計画の策定要請」

を全ての地方公共団体に通知しました。公共施設等総合管理計画では、全ての公共施設等に対し、

老朽化状況や利用状況等を把握・分析し、人口推移等の見通しも考慮した長期的な維持管理方針

の策定が求められています。 

 

これらへの対応として、町では、公共施設統廃合・再配置・更新等の指針の検討に必要となる

人口、産業、財政等について、上位計画である第六次総合計画等との整合性を図りつつ、各公共

施設の現状調査を実施し、その分析・評価の結果を整理し、平成 26 年度に「公共施設マネジメ

ント白書」を作成しました。これを基礎資料として、今後の中長期的な公共施設維持管理のため

の全庁的な取り組み体制を整備し、総合的かつ計画的に維持管理を推進するための基本的な方針

を平成 28 年３月に「大野町公共施設等総合管理計画」としてとりまとめました。 

 

策定時から５年毎に改訂を行うとしたことから、この度、令和 2 年度までの状況を取りまとめ、

令和７年度までを計画期間とした公共施設等総合管理計画の一部改定を行いました。本計画を公

共施設等維持管理の個別方針策定と中長期的な改善計画の策定へとつなげていきます。 
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1-2 計画の位置付け 

 町では、公共施設の補修や建て替えの効率化など、既存施設の有効活用を図ることを目的とし

て、「公共施設マネジメント」を積極的に導入したいと考えておりました。公共施設マネジメント

白書は、町の最上位計画である第六次総合計画（平成 27 年度から令和 6 年度）の策定にあたっ

て検討すべき資料として位置付けられています。すなわち、各施設の調査・分析結果を取りまと

め、公共施設の運用指針を示すための参考資料として活用しています。 

 公共施設等総合管理計画は、第六次総合計画を上位計画として整合・連動しつつ、建物系やイ

ンフラ系の全ての公共施設に対する維持管理の指針を提示するもので、以下の 3 点を示します。 

 

 また、本計画をインフラ系施設について分野別に策定している「大野町橋梁長寿命化修繕計画」

や「大野町水道ビジョン」等の上位計画として位置づけ、整合を図ります。 

 建物系を含む全分野の公共施設について、全ての関係者が現状と課題を共有し、各計画を相互

に見直していくことで、個別の維持管理計画をより適切に実現していくための基本的かつ全体的

な計画として本計画を策定します。 

 

公共施設等総合管理計画に記載する事項 

■公共施設等の現況及び将来の見通し 

■公共施設等の総合的かつ計画的な管理の基本方針 

■施設類型毎の管理に関する基本的な方針 

公共施設等総合管理計画の位置づけ（各種計画との関係図） 
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1-3 対象とする範囲 

本計画で対象とする施設は、原則として大野町が令和 2（2020）年度時点で所有する下記の

公共施設と道路、橋梁、上水道等のインフラ施設です。 

 

 
 

 

 

対象施設一覧 

 
№ 施設名称 施設類型

建築年

（主たる建物）
延床面積（㎡）

1 大野町役場 庁舎施設 1981 5,152.42

2 消防第1分団車庫 消防施設 1993 65.00

3 消防第2分団車庫 消防施設 1995 55.00

4 消防第3分団車庫 消防施設 1988 50.00

5 消防第4分団車庫 消防施設 1997 60.00

6 消防第5分団コミュニティー消防センター 消防施設 1997 60.30

7 消防第6分団車庫 消防施設 1989 55.00

8 西こども園 児童福祉施設 1977 1,346.93

9 南こども園 児童福祉施設 1978 1,014.50

10 旧　ことばの教室（児童館） 児童福祉施設 1996 131.00

11 幼児療育センターなないろ 児童福祉施設 2014 647.93

12 子育てはうす　ぱすてる 児童福祉施設 2018 357.74

13 保健センター 保健・福祉施設 1996 219.72

14 福祉センター 保健・福祉施設 1981 992.50

15 不燃処理場 衛生施設 1983 363.23

16 ごみステーション（寺内） 衛生施設 2008 33.12

17 ごみステーション（松山） 衛生施設 2004 39.74

18 ごみステーション（下座倉） 衛生施設 2003 38.88

19 ごみステーション（郡家） 衛生施設 2007 33.12

20 ごみステーション（宝来） 衛生施設 2002 38.88

21 ごみステーション（黒野中区） 衛生施設 2002 38.88

22 ごみステーション（黒野東区） 衛生施設 2007 39.74

23 ごみステーション（瀬古） 衛生施設 2004 39.74

24 ごみステーション（西方） 衛生施設 2003 38.88

25 ごみステーション（大野1区） 衛生施設 2006 33.12

26 ごみステーション（大野2区） 衛生施設 2006 38.88

27 ごみステーション（大野3区） 衛生施設 2001 38.88

28 ごみステーション（南方） 衛生施設 2001 38.88

29 ごみステーション（みどりニュータウン） 衛生施設 2009 39.74

30 ごみステーション（五之里） 衛生施設 2009 39.74
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対象施設一覧 

 
 
№ 施設名称 施設類型

建築年

（主たる建物）
延床面積（㎡）

31 ごみステーション（牛洞） 衛生施設 2012 39.74

32 ごみステーション（黒野北区） 衛生施設 2000 24.30

33 配水池 水道施設 1973 295.00

34 上水道第１水源地（建物無し） 水道施設 0.00

35 上水道第２水源地 水道施設 1971 144.00

36 上水道第３水源地 水道施設 1992 500.00

37 上水道第４水源地 水道施設 1999 299.00

38 上水道第５水源地 水道施設 2007 250.00

39 西霊園 墓地 1977 28.00

40 産地形成促進施設(ﾙｰﾄ303) 農業施設 1995 450.00

41 黒野西転作定着化研修センター 農業施設 1991 125.87

42 松山転作定着化研修センター 農業施設 1990 127.51

43 寺内転作定着化研修センター 農業施設 1989 142.43

44 公郷転作定着化研修センター 農業施設 1985 141.03

45 島部転作促進技術研修センター 農業施設 1983 141.69

46 バラ公園内育種施設、展示・直売所・研修室（バラ公園内） 農業施設 2004 389.81

47 東屋(絆の森) 農業施設 2011 14.58

48 道の駅　地域振興施設 産業施設 2018 1,900.00

49 道の駅　トイレ・情報館 産業施設 2018 260.00

50 道の駅　屋根付回廊 産業施設 2018 1,100.00

51 木振ふれあい公園（トイレ） 公園 1999 29.00

52 やまびこ公園（トイレ） 公園 2013 5.63

53 松山水辺公園（トイレ） 公園 2006 9.09

54 バラ公園（トイレ東） 公園 1996 29.77

55 下方住吉灯明台公園(トイレ） 公園 2006 2.33

56 大野バスセンター ふれあい広場 公園 2007 161.34

57 桜大門ふれあい広場（トイレ） 公園 1999 9.00

58 黒野ふれあい広場（トイレ） 公園 1992 2.00

59 条里公園（トイレ） 公園 2012 21.84

60 うぐいす公園（トイレ） 公園 2012 15.00
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 インフラ施設の状況については、「3-4 インフラ資産の現況」にて示します。 

対象施設一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※１ 原則として用途廃止をしても未解体の施設は上記に含んでいます。 

※２ 例外として「北保育園」は令和 2 年度末時点では未解体とはなっていませんが、令和 3 年度中に解体となるた

め、上記から除外しています。 

※３ 旧デイサービスセンターは建物・土地を貸付しており、維持管理等は借用事業者が行い、その後譲与の予定のた

め対象外としてます。 

〈出典〉固定資産台帳（令和 2 年度末時点） 

№ 施設名称 施設類型
建築年

（主たる建物）
延床面積（㎡）

61 黒野駅レールパーク 公園 2012 306.00

62 松山ふれあい公園（トイレ） 公園 2006 9.00

63 上秋ふれあい広場（トイレ） 公園 1995 6.00

64 町営住宅稲富団地 公営住宅 1963 64.10

65 町営住宅上秋団地 公営住宅 1977 1,697.22

66 町営住宅中之元北団地 公営住宅 2004 2,379.29

67 町営住宅中之元南団地 公営住宅 1962 446.30

68 下座倉排水機場 排水施設 2009 36.82

69 大野小学校 小学校 1971 6,718.00

70 北小学校 小学校 1978 4,872.00

71 西小学校 小学校 1979 4,295.00

72 中小学校 小学校 1973 3,633.00

73 南小学校 小学校 1986 4,270.00

74 東小学校 小学校 1983 5,222.90

75 大野中学校 中学校 1981 12,110.00

76 揖東中学校 中学校 1983 5,211.00

77 総合町民センター（図書館併設） 社会教育施設 1994 8,506.07

78 中央公民館 社会教育施設 1967 1,036.67

79 武道館 社会教育施設 1977 1,336.64

80 体育館 社会教育施設 1973 1,559.15

81 民俗資料館 社会教育施設 1968 211.60

82 旧北岡田家住宅 社会教育施設 1917 1,210.94

83 旧大野町民宿泊研修所 社会教育施設 2002 626.29

84 大野町民東運動場 社会教育施設 1992 208.00

85 大野町運動公園（レインボースタジアム） 社会教育施設 1999 20,657.27

86 第１公民館 社会教育施設 1993 789.20

87 豊木地区農業構造改善センター（第２公民館） 社会教育施設 1987 641.00

88 富秋地区農業構造改善センター（第３公民館） 社会教育施設 1989 615.20

89 西郡地区農村集落多目的施設（第４公民館） 社会教育施設 1988 486.00

90 鶯地区農村集落多目的施設(第５公民館） 社会教育施設 1989 485.21

91 川合地区農村集落多目的施設（第６公民館） 社会教育施設 1985 549.28

92 埋蔵文化財センター 社会教育施設 2019 262.98

93 旧大野町給食センター 普通財産施設 1995 1,472.00

109,729.58合計
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第２章 公共施設等を取り巻く状況 

2-1 人口の動向及び将来の見通し 

町の人口は、平成 19 年の 24,557 人をピークに減少し続けています。令和 2（2020）年の

総人口は 22,952 人であり、平成 19（2007）年時点と比べて 1,605 人の減少となっていま

す。 

年齢 3 区分別人口の推移から、年少人口（0 歳から 14 歳）、生産年齢人口（15 歳から 64 歳）

が減少しているのに対し、老年人口（65 歳以上）は増加しており、高齢化が進行しています。 

 

  

人口の推移 
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 「大野町人口ビジョン（令和 2 年 8 月改訂）」では、人口の自然減少及び社会減少要因を分析

し、国の長期ビジョンや県の人口ビジョンを踏まえ、令和 42（2060）年時点で人口 2.0 万人

を維持することを目標としました。これは、第六次総合計画で設定した人口推移のトレンドが継

続するとした基本推計に比べて、3 千人程度増の人口維持施策効果を見込むものとなっていま

す。 

 

 

公共施設等総合管理計画においては、第六次総合計画との整合性を重視し、また人口減少が続

く現状を厳しく受け止め、将来人口の見通しとして基本推計による人口推移を想定しました。 

年齢別人口割合の推移予測 

 
 

[資料：大野町 人口ビジョン] 

将来人口維持のための基本的視点と方向性 

  

[資料：大野町 人口ビジョン] 
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2-2 財政の状況及び今後の計画 

(1) 財政状況の推移 

町の普通会計決算において、平成 23（2011）年度からの 10 年間は、歳入・歳出ともに増

加傾向にあり、ここ数年は 80～110 億円程度で推移しています。 

歳入に関しては、地方税（町税）はほぼ横ばいです。歳出に関しては、義務的経費のうち人件

費はほぼ横ばいで推移していますが、公債費・扶助費は年々増加しており平成 23 年度と比較

し、扶助費が 1.2 倍となっています。今後も少子高齢化の進展により扶助費の増加に伴う義務

的経費の増加が見込まれます。 

令和 2（2020）年度は、歳入・歳出ともコロナ関連費用が計上されているため、歳入・歳出

ともに金額が増加しています。

 

  

財政状況 歳入・歳出の推移 

 
 

 
〈出典〉町財政資料 
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投資的経費は、平成 23（2011）年度からの 10 年間を平均すると、15.5 億円／年度とな

っています。このうち、普通建設事業費については、10 年間で最大と最小の投資額が約 3 倍

となっており、この先の老朽化施設の維持更新や大規模修繕等を行っていくためには、中長期

的な見通しと財政が連動した計画的かつ戦略的な公共施設マネジメントが重要となります。 

公共施設の投資額のみに着目すると、過去 5 年間の平均投資額は約 8.4 億円となります。 

 

財政状況 投資的経費の推移 

 

 
 

図表：財政_普通建設事業費内訳  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

〈出典〉町財政資料 

836,615 891,853

233,929

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

公共施設 インフラ その他

各費目ごと平均値

（５か年平均）
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1,513,032

700,957
444,163 382,444

1,141,482

832,002

1,022,164

910,708

552,907

88,464 60,647

37,239
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17,516
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1,384,934

952,867

0

500,000

1,000,000
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公共施設 インフラ その他
金額（千円） 

年度 

金額（千円） 
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大野町の財政状況等の推移を示すため、令和元年度時点の市町村財政比較分析表（普通会計決

算）より、各種指標等のグラフを抜粋しました。 

 

財政力指数の推移 － 財政力指数 

 

【他団体比較】 

 
類似団体内順位 

２６/４９ 位 

 

全国平均 

0.５１ 

 

岐阜県平均 

0.5９ 

財政構造の弾力性 – 経常収支比率 
 

【他団体比較】 

 
類似団体内順位  

１８/４９ 位 

 

全国平均 

9３.６ ％ 

 

岐阜県平均  

８９.７ ％ 

人件費・物件費等の状況 – 人口 1 人当たり人件費・物件費等決算額 

 
【他団体比較】 

 
類似団体内順位 

１１/４９ 位 

 

全国平均 

1３５,８８０ 円 

 

岐阜県平均 

1３１,１１６ 円 

  

一般財源（経常一般財源）のうち、人件費、扶助費、公債費のように 

毎年度経常的に支出される経費 

財政力指数が高いほど留保財源が大きく財源に余裕がある 

(％)

(円)
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将来負担の状況 – 将来負担比率 

 

【他団体比較】 
 

類似団体内順位 

２３/４９ 位 

 

全国平均 

２７.４ ％ 

 

岐阜県平均 

0.0 ％ 

公債費負担の状況 – 実質公債費比率 

 

【他団体比較】 
 

類似団体内順位 

１１/４９ 位 

 

全国平均 

５.８ ％ 

 

岐阜県平均 

５.０ ％ 

定員管理の状況 – 人口千人当たり職員数 

 

【他団体比較】 
 

類似団体内順位 

１０/４９ 位 

 

全国平均 

８.０３ 人 

 

岐阜県平均  

５.０ 人 

  

将来財政を圧迫する可能性の度合いを示す指標 

（比率はマイナスが続いていたが、地方債現在高の増加

や基金額の減少によりプラスに転じた。） 

(％)

借入金の返済額の大きさで資金繰りの程度を表す指標 

(％)

(人)
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給与水準（国との比較） – ラスパイレス指数 

 

【他団体比較】 
 

類似団体内順位 

5/４９ 

 

全国市平均 

98.９ 

 

全国町村平均  

9６.4 

〈出典〉令和元年度財政状況資料集 

 

※類似団体の定義 

 

・類似団体とは、行政執行の規模等の相違を踏まえつつ、人口及び産業構造により全国の市町村

35の類型に分類した結果、当該団体と同じ類型に属する団体をいいます。 

（大野町においては、V-１「人口20,000人・Ⅲ次６０％未満」のカテゴリ） 

・各年度の類似団体の数値は、各団体が当該年度に属する類似団体の平均値を掲載しています。 

・類似団体平均とは、類型における選定団体による各指標の平均値です。 

 

  

国家公務員の俸給月額を 100 とした場合の地方公務員の給与 
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(2) 財政計画 

 町では、下記の観点で行政経営改革を実施してきました。 

 

 

 町の財政状況は、市町村財政比較分析表で確認できるように、類似市町村や全国平均と比較し

て概ね良好であるといえます。今後も引き続き、財政の健全化を図っていく必要があります。 

 市町村財政比較分析表において示した各種の財政状況の指標に対して、公共施設維持管理のた

めの財源を確保するための方針を示します。 

 

   

また、今後の行政経営改革の実施方針として、「ファシリティマネジメントによる計画的な施

設の維持管理を実施」、「代替可能な民間サービスがある場合、町直営からの移行を検討」を経営

型行政運営への取り組み方針として挙げ、取り込んでいく予定です。 

過年度における行政経営改革実施の実態 

事業事務の整理合理化 民間活力の有効活用 

定員管理及び給与の適正化 人材の育成・確保 

開かれた行政の推進 住民との協働の推進 

経費の節減合理化 自主財源確保 

 

財源確保のための方針 

財政状況 目 標 方 針 

財政力 
積極的な財源確保による

財政基盤の強化 

■企業誘致等、地域振興策への取り組み 

■町有財産の有効活用・処分 

財政構造の 

弾力性 

経常収支比率 75％以下

の維持 

■扶助費をはじめとする経常経費増加を見据え

た新たな財源の確保や歳出抑制 

人件費 

物件費 
経費の分析による抑制 ■事務事業見直しによる民間活力の活用 

将来負担 財政の健全化 

■将来負担額よりも、充当可能な基金額が多い健

全な状態の継続 

■新規事業実施における精査 

公債費負担 
地方債に大きく頼ること

のない財政運営 

■住民ニーズの的確な把握 

■事業の適切な優先順位設定・執行 

定員管理 より適正な定数管理 
■適正な職員数の維持及び改善 

■事業の必要性・あり方の見直し 

給与水準 給与額の適正化 

■適正な給与支給の維持及び改善 

■類似団体・地域の民間企業・近隣団体との比較・

点検 
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2-3 職員の状況及び今後の計画 

大野町の住民 1,000 人当たりの一般職員数は、岐阜県内 42 市町村のうち、30 位前後に位置

しており、隣接市町村と比較しても概ね同水準であることから、職員数については、概ね適正で

あると推察されます。なお、職員数は、総職員数（一般職員、学校給食員、用務員、保育士、その

他職員）で計算しています。 

定員管理にあたっては、新たな行政需要に対しても原則として職員の配置転換によって対応す

るなど職員の増員を抑制し、職種や部門による聖域を設けることなく、事務事業の見直し、組織・

機構の簡素合理化、民間委託、ＯＡ化等を積極的に進め効率的かつ機動的な行政体制となるよう

に、適正な定員管理を一層推進していきます。 

また、これまでの定員管理の実績を踏まえつつ、今後も「類似団体別職員数の状況」や「行政

需要動向」等の変化を見据えた定員管理の計画的な適正化を推進していきます。 

 

 

  

住民 1,000 人当たりの職員数 

 
[資料：総務省 市町村決算カード] 
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第３章 公共施設等の現況及び将来の見通し 

3-1 公共施設等の分類 

本計画で対象とする施設について、以下の定義により各施設の「設置型」を分類しました。 

 ・単独設置型施設：町に１つしかない公共施設（町役場庁舎等、総合町民センター等） 

 ・分散配置型施設：同種類の施設を町内に分散して配置している公共施設 

 ・供給型分散配置型施設（消防団車庫、町営住宅、運動施設等）： 

   分散配置型施設のうち、町の特性などに考慮してある程度町の裁量で配置した施設 

 ・需要型分散配置型施設（小学校、中学校、公園、ごみステーション等）： 

   分散配置型施設のうち、地域の人口分布などに基づき計画的に配置した施設 

 

 

     

  

№ 施設類型 設置型 施設名称（令和元年度時点）
特定年齢
対象施設

1 庁舎 単独設置型 大野町役場

2 消防 供給型分散配置型 消防第1分団車庫

3 消防 供給型分散配置型 消防第2分団車庫

4 消防 供給型分散配置型 消防第3分団車庫

5 消防 供給型分散配置型 消防第4分団車庫

6 消防 供給型分散配置型 消防第5分団コミュニティー消防センター

7 消防 供給型分散配置型 消防第6分団車庫

8 児童福祉 需要型分散配置型 西こども園 〇

9 児童福祉 需要型分散配置型 南こども園 〇

10 児童福祉 単独設置型 旧ことばの教室（児童館） 〇

11 児童福祉 単独設置型 幼児療育センターなないろ 〇

12 児童福祉 単独設置型 子育てはうす　ぱすてる 〇

13 保健・福祉 単独設置型 保健センター

14 保健・福祉 単独設置型 福祉センター

15 衛生 単独設置型 不燃物処理場

16 衛生 需要型分散配置型 ごみステーション（寺内）

17 衛生 需要型分散配置型 ごみステーション（松山）

18 衛生 需要型分散配置型 ごみステーション（下座倉）

19 衛生 需要型分散配置型 ごみステーション（郡家）

20 衛生 需要型分散配置型 ごみステーション（宝来）

21 衛生 需要型分散配置型 ごみステーション（黒野中区）

22 衛生 需要型分散配置型 ごみステーション（黒野東区）

23 衛生 需要型分散配置型 ごみステーション（瀬古）

24 衛生 需要型分散配置型 ごみステーション（西方）

25 衛生 需要型分散配置型 ごみステーション（大野1区）

26 衛生 需要型分散配置型 ごみステーション（大野2区）

27 衛生 需要型分散配置型 ごみステーション（大野3区）

28 衛生 需要型分散配置型 ごみステーション（南方）

29 衛生 需要型分散配置型 ごみステーション（みどりニュータウン）

30 衛生 需要型分散配置型 ごみステーション（五之里）
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№ 施設類型 設置型 施設名称（令和元年度時点）
特定年齢
対象施設

31 衛生 需要型分散配置型 ごみステーション（牛洞）

32 衛生 需要型分散配置型 ごみステーション（黒野北区）

33 水道 供給型分散配置型 配水池

34 水道 供給型分散配置型 上水道第１水源地（建物無し）

35 水道 供給型分散配置型 上水道第２水源地

36 水道 供給型分散配置型 上水道第３水源地

37 水道 供給型分散配置型 上水道第４水源地

38 水道 供給型分散配置型 上水道第５水源地

39 墓地 単独設置型 西霊園

40 農業 単独設置型 産地形成促進施設(ﾙｰﾄ303)

41 農業 需要型分散配置型 黒野西転作定着化研修センター

42 農業 需要型分散配置型 松山転作定着化研修センター

43 農業 需要型分散配置型 寺内転作定着化研修センター

44 農業 需要型分散配置型 公郷転作定着化研修センター

45 農業 需要型分散配置型 島部転作促進技術研修センター

46 農業 単独設置型 バラ公園内育種施設、展示・直売所・研修室（バラ公園内）

47 農業 単独設置型 東屋(絆の森)

48 産業 単独設置型 道の駅　地域振興施設

49 産業 単独設置型 道の駅　トイレ・情報館

50 産業 単独設置型 道の駅　屋根付回廊

51 公園 需要型分散配置型 木振ふれあい公園

52 公園 需要型分散配置型 やまびこ公園

53 公園 需要型分散配置型 松山水辺公園

54 公園 需要型分散配置型 バラ公園

55 公園 需要型分散配置型 下方住吉灯明台公園

56 公園 需要型分散配置型 大野バスセンター

57 公園 需要型分散配置型 桜大門ふれあい広場

58 公園 需要型分散配置型 黒野ふれあい広場

59 公園 需要型分散配置型 条里公園

60 公園 需要型分散配置型 うぐいす公園
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№ 施設類型 設置型 施設名称（令和元年度時点）
特定年齢
対象施設

61 公園 需要型分散配置型 黒野駅レールパーク

62 公園 需要型分散配置型 松山ふれあい公園

63 公園 需要型分散配置型 上秋ふれあい広場

64 公営住宅 供給型分散配置型 町営住宅稲富団地

65 公営住宅 供給型分散配置型 町営住宅上秋団地

66 公営住宅 供給型分散配置型 町営住宅中之元北団地

67 公営住宅 供給型分散配置型 町営住宅中之元南団地

68 排水 単独設置型 下座倉排水機場

69 小学校 需要型分散配置型 大野小学校 〇

70 小学校 需要型分散配置型 北小学校 〇

71 小学校 需要型分散配置型 西小学校 〇

72 小学校 需要型分散配置型 中小学校 〇

73 小学校 需要型分散配置型 南小学校 〇

74 小学校 需要型分散配置型 東小学校 〇

75 中学校 需要型分散配置型 大野中学校 〇

76 中学校 需要型分散配置型 揖東中学校 〇

77 社会教育 単独設置型 総合町民センター（図書館併設）

78 社会教育 需要型分散配置型 中央公民館

79 社会教育 供給型分散配置型 武道館

80 社会教育 供給型分散配置型 体育館

81 社会教育 単独設置型 民俗資料館

82 社会教育 単独設置型 旧北岡田家住宅

83 社会教育 単独設置型 旧大野町民宿泊研修所

84 社会教育 供給型分散配置型 東運動場

85 社会教育 供給型分散配置型 運動公園（レインボースタジアム）

86 社会教育 需要型分散配置型 第１公民館

87 社会教育 需要型分散配置型 豊木地区農業構造改善センター（第２公民館）

88 社会教育 需要型分散配置型 富秋地区農業構造改善センター（第３公民館）

89 社会教育 需要型分散配置型 西郡地区農村集落多目的施設（第４公民館）

90 社会教育 需要型分散配置型 鶯地区農村集落多目的施設(第５公民館）

91 社会教育 需要型分散配置型 川合地区農村集落多目的施設（第６公民館）

92 社会教育 単独設置型 埋蔵文化財センター

93 普通財産 単独設置型 旧大野町給食センター
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3-2 公共施設等の現況 

(1) 公共施設保有状況 

 公共施設（建物）の類型別の延床面積は以下の通りです（対象施設については P.3 に記述）。 

 
 

 

 
 

公共施設の類型別延床面積の割合を見ると、学校施設（小学校及び中学校）が最も多く、次い

で社会教育施設となっており、全体の約 78％を占めています。 

  

公共施設の類型別延床面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※割合が 0％となっているのは、0.05％未満の為です。 

公共施設の類型別延床面積比較 

 
〈出典〉固定資産台帳（令和 2 年度末時点） 

 

分類 延床面積（㎡） 割合 分類 延床面積（㎡） 割合

庁舎施設 5,152.42 4.7% 産業施設 3,260.00 3.0%

消防施設 345.30 0.3% 公園 606.00 0.6%

児童福祉施設 3,498.10 3.2% 公営住宅 4,586.91 4.2%

保健・福祉施設 1,212.22 1.1% 排水施設 36.82 0.0%

衛生施設 997.49 0.9% 小学校 29,010.90 26.4%

水道施設 1,488.00 1.4% 中学校 17,321.00 15.8%

墓地 28.00 0.0% 社会教育施設 37,970.56 35.7%

農業施設 1,532.92 1.4% 普通財産施設 1,472.00 1.3%
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(2) 地域別の状況 

 地区（1 区～6 区）別の公共施設の配置状況を示しました。 

 

施設類型別配置状況（地理的状況） 

 

地区名 大字 

１区 黒 野 ・ 六 里 ・ 相 羽 ・ 下 方 ・ 麻 生  

２区 野 ・ 西 方 ・ 桜 大 門 ・ 大 野  

３区 稲 富 ・ 古 川 ・ 寺 内 ・ 上 秋 ・ 稲 畑  

４区 牛 洞 ・ 松 山 ・ 瀬 古 ・ 中 之 元  

５区 公 郷 ・ 領 家 ・ 大 衣 斐 ・ 小 衣 斐  

６区 
加 納 ・ 五 之 里 ・ 南 方 ・ 郡 家 ・ 上 磯 ・

下 磯 ・ 本 庄 ・ 下 座 倉  

 

 

庁舎 

消防 

児童福祉 

保健・福祉 

衛生 

水道 

墓地 

農業 

公園 

公営住宅 

排水 

学校 

社会教育 

産業 

 

1 区 

２区 

3 区 

４区 

5 区 

6 区 
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地区（1 区～6 区）別に公共施設の延床面積を集計しました。  

役場に隣接する 1 区及び 2 区において社会教育施設の割合が大きく、延床面積が突出して多

くなっています。地理的状況からも、様々な用途の施設が集約されている状況が確認できます

が、やや過密な状態となっています。施設の老朽化の度合いによっては、近隣施設の利用状況も

考慮して複合化等の検討を行う必要があります。 

 庁舎施設、保健・福祉施設、墓地、産業施設、公営住宅、中学校及び社会教育施設は、地区別

延床面積に偏りがありますが、これら以外の施設は、概ね均等であるといえます。 

 

公共施設の地区別延床面積比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
令和元（2019）年度時点 

1区 2区 3区 4区 5区 6区

庁舎施設 0.0 5,152.4 0.0 0.0 0.0 0.0

消防施設 65.0 55.0 50.0 60.0 60.3 55.0

児童福祉施設 0.0 778.9 571.4 1,346.0 0.0 1,371.0

保健・福祉施設 0.0 1,212.2 0.0 0.0 0.0 0.0

墓地 0.0 0.0 0.0 28.0 0.0 0.0

農業施設 575.9 0.0 142.4 142.1 282.7 389.8

産業施設 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 3,260.0

公園 418.9 224.6 109.3 159.1 37.0 72.1

公営住宅 0.0 0.0 1,761.0 2,825.0 0.0 0.0

上水道施設 500.0 250.0 439.0 0.0 299.0 0.0

排水施設 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 36.8

小学校 5,222.0 6,718.0 4,872.0 4,295.0 3,633.0 4,270.0

中学校 0.0 12,110.0 0.0 0.0 0.0 5,211.0

衛生施設 505.9 149.8 33.1 119.2 38.9 150.6

社会教育施設 14,272.0 21,298.0 878.2 486.0 485.2 549.3

普通財産施設 986.9 0.0 0.0 1,472.0 0.0 0.0
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人口（人）

大野町

4.78㎡/人

県内40市町平均5.77㎡/人
（岐阜市は人口が多いため、グラフ範囲外）

全国平均

3.42㎡/人

(3) 他市町との比較 

 公共施設の保有量について、人口と延床面積の関係を岐阜県内の自治体と比較すると、全国的

にはやや多いものの、県内の町と比較するとやや少なく、県内全体では大野町は平均的な位置づ

けとなっており、住民一人当たりの公共施設の数量は適正であるといえます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 人口 

（人） 

公共施設延べ床面積 

（㎡） 

住民 1 人当たり面積 

（㎡） 

大野町 22,952 109,729.58 4.78 

岐阜県 

（県内 19 町） 
299,912 1,577,689 5.95 

岐阜県 

（全市町村） 
1,991,890 9,236,691 4.64 

 

 

 

 

 

 

  

人口１人当たりの公共施設保有量の比較 

 <出典> 
・全国平均のデータは、東洋大学 PPPセンター 「全国自治体公共施設延床面積データ」を使用 
・大野町及び県内 40市町平均のデータは、岐阜県「市町村経年比較表」における令和元年 4月 1日時点
の公共施設延床面積（行政財産、普通財産）と、岐阜県の人口・世帯数（令和元年 4月 1日現在）人口動
態調査結果における人口から算出 
・大野町の施設保有量は、「市町村経年比較表」データではなく、上記の延べ床面積で算出 
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3-3 公共建築物の現況 

(1) 建築年度別の整備状況 

大野町の所有する公共施設は、高度経済成長期後半からバブル期にかけて、公共サービスの増

加等に伴い建築されてきました。現状で保有している施設は 9３施設（194 棟）です。 

築 40 年以上経過した建物は全体の 24.5％となっています。 

建築後 50 年を経過した建物も 6.3％程度あり、大規模修繕や耐震補強工事等が実施されてい

ても、寿命により建て替えが必要となる施設もあります。 

 

 

 

 

  

公共施設の建築年度と延床面積の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
〈出典〉固定資産台帳（令和 2 年度末時点） 
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延床面積(㎡) 築年別整備状況

庁舎施設 消防施設 児童福祉施設 保健・福祉施設 衛生施設 水道施設

農業施設 産業施設 公園 公営住宅 排水施設 排水施設

小学校 中学校 社会教育施設 普通財産施設

運動公園

大野中学校

庁舎

40年以上経過

26,880.05㎡

24.5%

50年以上経過

6,871.61㎡

6.3%
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(2) 管理運営費の状況 

対象公共施設人口１人当たりの費用（令和元年度時点）につきましては、施設維持管理費が

31,500 円程度、施設運営費が 11,500 円程度、総費用が 43,000 円程度となっています。  

施設類型別費用で確認すると、社会教育施設（総合町民センター、運動公園等）、小学校、衛生

施設の費用が他と比較して大きくなっています。また、設置型別の人口１人当たり費用を見てみ

ると、単独設置型施設の人口１人当たりの総費用が 21,000 円程度と最も高くなっています。 

今後は、各施設間及び周辺市町の類似施設の分析等を行い、適切な施設維持費用及び施設運営

費用を把握し、大野町内における公共施設の適切な費用を検討していく必要があります。 

 

施設の住民 1 人当たりの費用 

〈設置型別〉                          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
〈施設類型別〉                         

 
〈出典〉：大野町個別施設計画 

0

5,000
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20,000

25,000

単独設置型 需要型分散配置型 併給型分散配置型

合計/人口１人当たり施設維持管理経費 合計/人口１人当たり施設施設運営費

合計/人口１人当たり施設総費用

単独設置型 需要型分散配置型 供給型分散配置型

金額（円） 

金額（円） 
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(3) 借地の状況 

 公共施設の借地状況を下表に示しました。なお、当該施設の用途において建物が主要な役割を

持つ施設について集計していますので、絆の森は含んでいません。延床面積の割合が比較的高い

児童福祉施設と社会教育施設及び公園において、借地面積の割合も高くなっていますが、大部分

が駐車場であり、施設の運営に必要となる借地を確保している状況であるといえます。 

 
 

(4) 耐震化の状況 

建築基準法施行令改正により新耐震基準が施行された昭和 56 年（1981 年）6 月 1 日以降

に建設された施設が全体の延床面積比で約 77％となっています。一方、旧耐震基準で施工され

た施設は約 23％となっています。これらの施設については耐震診断を行っており、日常的に人

の出入りがない民俗資料館等を除く施設は耐震補強工事が完了しています。 

 

 

施設類型別の借地面積 

 

施設類型 主な施設 借地面積（㎡） 

児童福祉施設 南こども園 757  

社会教育施設 体育館 1,371  

公園 上秋ふれあい広場 5,302  

合計 7,430  

 

耐震化の状況 

 
 

〈出典〉固定資産台帳（令和 2 年度末時点） 
 

※このグラフにおいて、昭和 56 年 6 月 1 日以前に建築された建物は、耐震補強工事済であ

っても旧耐震基準の建物として計上しています。 
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(5) 公共施設保有量の推移 

本計画が策定された平成 28 年度末時点と令和 2 年度末時点の公共施設保有量の推移をグラ

フ化しました。平成 28 年度末に比べ、令和 2 年度末は保有量が約 2%増加しています。 

平成 29 年度から令和 2 年度においては、北こども園などの廃止と解体、道の駅（パレット

ピアおおの）の新設などにより、公共施設保有量は、あまり変化しておりません。 

 

 

(6) 計画期間における増減対象施設について  

削減率の基礎となる施設総量を精査した結果、令和２年３月時点の施設総量は 109,729.58

㎡となっています。公共施設等総合管理計画策定時における施設総量（平成 27 年 3 月時点）は

107,106.42 ㎡であり、2,623.16 ㎡の増加となっています。 

なお、増減された施設は、以下のとおりとなっています。 

 

 

公共施設保有量の推移 

 
〈出典〉固定資産台帳（令和 2 年度末時点） 

公共施設等総合管理計画（平成 28 年 3 月）が策定されてから増加した施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
〈出典〉固定資産台帳（令和 2 年度末時点） 

施設名 建物 延床面積（㎡） 備考

道の駅地域振興施設 1,900.00

道の駅トイレ・情報館 260.00

道の駅Ｏリング（屋根付回廊） 1,100.00

子育てハウス
ぱすてる

子育てハウス　ぱすてる 357.74

埋蔵文化財センター 埋蔵文化財センター 262.98
R3.6.1開館予定。平成9年
度建築造を改良

旧北岡田家住宅 主屋、離れ、道具蔵、米蔵、東納屋、北納屋 1,210.94
※前回の総合管理計画で
は対象外

5,091.66

道の駅地域振興施設
（パレットピアおおの）

合計



 

- 26 - 

 

 

 

 

(7) その他過去に行った実績（平成 28 年度～令和 2 年度） 

保有量の増減に掛からない、主な改修等の実績は以下の通りとなっています。改修は主に躯体

や大型機械設備に関する実績を記載し、工作物等の更新や小規模な修繕は含んでいません。 

 

 

公共施設等総合管理計画（平成 28 年 3 月）が策定されてから滅失した施設 

 
〈出典〉固定資産台帳（令和 2 年度末時点） 

 

前回の公共施設等総合管理計画が策定されてから調査判明や一部取壊しした施設 

 
〈出典〉固定資産台帳（令和 2 年度末時点） 

 

用途廃止等に掛かる施設 
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(8) 有形固定資産減価償却率の推移 

本計画が策定された平成 28 年度末時点と令和 2 年度末時点の有形固定資産減価償却率の推

移をグラフ化しました。 

有形固定資産減価償却率が大きいほど、資産取得時からの経過期間が長く、資産価値が減少し

ていることを表しています。 

建物、インフラともに減価償却率が大きくなっており、老朽化が進んでいる状況です。 

 

 

  

改修等に掛かる施設 

〈出典〉固定資産台帳（令和 2 年度末時点） 

 

有形固定資産減価償却率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

〈出典〉有形固定資産ストック情報 
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3-4 インフラ資産の現況 

(1) 道路 

 町の中央を貫く国道 303 号と、主要地方道である県道 53 号岐阜関ヶ原線を軸に、これらを

結ぶ県道と町道で幹線道路が形成されています。公共施設が比較的多く分布している町北部で

は、県道 78 号岐阜大野線、県道 265 号中之元古川線及び県道 266 号深坂大野線が縦横断し

ており、それらを補完する町道周辺に主要な公共施設が点在しています。町南部においては、県

道 92 号岐阜巣南大野線が地区を縦断し、岐阜関ヶ原線、県道 159 号北方真正大野線及び県道

273 号池田揖斐川大野線等がそれと交差しており、町道等がそれらを補完する形となっていま

す。 

今後は、東海環状自動車道西回りルートの建設促進及び都市計画道路大垣神戸大野線、大野揖

斐川線の整備など、東海環状自動車道大野神戸インターチェンジへのアクセス道路、揖斐都市計

画道路の早期事業化が急務となっています。 

 各種町道の割合は下記のとおりです。 

 

道路の現況及び種別延長・道路部面積 

 

区分 種別 
実延長 

(m) 

道路部面積 

(㎡) 

道 

路 
１級町道 28,12８ 192,885 

２級町道 30,191 176,324 

その他の町道 348,899 1,630,962 

歩道等 609 2,512 

合計 407,827 2,002,683 

. 

 
〈出典〉町資料 
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 道路の関連施設としては、揖斐川町との境に位置するトンネル（大谷トンネル、長良松山トン

ネル）があります。建設及び維持管理費用は大野町と揖斐川町で負担しており、大谷トンネルは

折半、長良松山トンネルは延長割となっています。 

また、町道への土砂流出を防ぐ目的で建設した松山堰堤（道路保護のための砂防ダム）があり

ます。松山堰堤については、これまでに補修工事等を実施していませんが、今後、その他の施設

と同様に点検等を適切に実施していきます。 

 

道路の関連施設の現況 

 

トンネル名称 大谷トンネル 長良松山トンネル 

路線名 野牛洞 2 号線 松山 21 号線 

延長（ｍ） 663 695 

道路幅員（ｍ） 9.5 9.5 

車道幅員（ｍ） 6.0 6.0 

有効高（ｍ） 4.7 4.7 

建設年次 2004 年９月 2006 年 10 月 

 

  
 

砂防ダム名称 松山堰堤 

本堤工袖高さ L（ｍ） 8.0 

 同 袖長さ H（ｍ） 47 

 同 体 積 VC（ｍ3） 1,352 

導流護岸 A（ｍ2） 238 

護床工 A（ｍ2） 50 

竣工年度 2004 年 6 月 

 

   

長良松山トンネル 大谷トンネル 

松山堰堤（正面） 松山堰堤（右岸から） 
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(2) 橋梁 

町が管理する橋梁は、令和元年度現在で 340 橋あり、そのうち、1 級町道、2 級町道及びそ

の他の町道の中で重要な橋梁は 26 橋（15ｍ以上）あります。中小規模の橋梁が多数を占めて

おり、どの橋も地域間を結ぶ重な橋であり、順次老朽化に対する対応が必要となります。 

 平成 23（2011）年度に、町道から選定した橋長 15ｍ以上の橋梁について点検した結果を

もとに「大野町橋梁長寿命化修繕計画」を策定しました。計画の策定から 10 年以内に、代表的

な橋梁から順に修繕する計画となっています。平成 26 年の道路法改正により、2ｍ以上の全て

の橋梁については 5 年に 1 回の頻度で点検することが義務化され、長寿命化修繕計画の更新、

今後の修繕等への対応、及び維持管理に係る財源確保が課題となっています。 

 

 

 

橋梁の主な現況 

区分 種別 
道路部面積 

(㎡) 

 
代表的な橋梁名 

橋
梁 

PC 橋 1,278  

黒野中橋、下方橋、下方西橋、深田橋、 

相羽下橋、六里橋、三水橋、野大橋、 

中橋、杉橋、上磯橋、大野橋、西桜橋、 

花田川 1 号橋、稲荷橋、境橋、やすらぎ橋、 

花田川 4 号橋、花田川 2 号橋 

RC 橋 4,984  

鋼橋 2,198  

石橋 0  

その他 1,119  

合計 9,579  

〈出典〉町資料・大野町橋梁長寿命化修繕計画 

建設年度別の橋梁面積 

 
〈出典〉町資料 
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(3) 上水道施設 

 町の上水道施設系統は下図の通りです。 

 上水道は、昭和 47（1972）年に創設認可を受け、昭和 50（1975）年に町北部を中心に

給水を開始以来、順次拡張を行い、平成 19（2007）年には町全域へ給水できる体制となって

います。今後の維持管理及び拡張計画については、「大野町水道ビジョン（令和 3 年度～令和 7

年度）」で示しています。 

 

 

 

なお、第１水源地には公共施設マネジメントの対象となる建物がないため、本計画においては

今後の方針策定対象から除外しています。 

 

上水道の施設系統 

 

 

 
 

〈出典〉：大野町水道ビジョン（令和 3 年度～令和 7 年度） 
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管種別の上水道管延長の状況 

 

区分 管種 
延長 

(m) 

導水管 

鋼管 66 

硬質塩化ビニル管 577 

ポリエチレン管（熱融着） 90 

小計 733 

送水管 
ダクタイル鋳鉄管 1,817 

小計 1,817 

配水管 

ダクタイル鋳鉄管（耐震） 25,703 

ダクタイル鋳鉄管（耐震相当） 382 

ダクタイル鋳鉄管 25,426 

硬質塩化ビニル管（耐震相当） 3,168 

硬質塩化ビニル管 110,396 

ポリエチレン管（熱融着） 7,703 

ステンレス管 536 

その他（ダクタイル鋳鉄管又は硬質塩化ビニル管） 747 

小計 174,061 

総延長 176,611 

〈出典〉町資料 

 

 
〈出典〉町資料 
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3-5 将来の更新費用の推計 

(1) 前提条件・推計方法 

 町が保有する公共施設（建物）、道路、橋梁及び上水道施設について、将来的に必要となる更

新費用を試算しました。公共施設（建物）のうち、水道施設及び排水施設はインフラ施設として

取扱い、推計から除いています。インフラ施設について、長寿命化計画等において試算がなされ

ていないものについては、公共施設と同様、総務省から提示されている「公共施設等更新費用試

算ソフト」の推計条件に従い推計を行いました。 

 

公共施設（建物）の更新費用試算にあたっての推計条件（従来型） 

試算ソフトウェア：公共施設等更新費用試算ソフトの考え方に沿った拡張版の試算ソフト 

（試算はエクセルデータを用いた） 

■更新等年数：ソフトの標準値を採用した。（大規模改修 30 年、建替え 60 年） 

■更新期間：ソフトの標準値を採用した。（大規模改修 2 年間、建替え 3 年間） 

試算開始時に更新時期を既に経過している施設（積み残し）については、大規模改修、建替

えともに 10 年 

■更新等単価：公共施設等更新費用試算ソフトにおいて建替え及び大規模改修の標準値とされている、類型

（大分類）別の更新等単価を使用する。 

 

施設類型（大分類） 
大規模改修単価 

（円/㎡） 

建替え単価 

（円/㎡） 

文化系施設、社会教育系施設、産業系施設、行政系施設 250,000  400,000  

スポーツ・レクリエーション系施設、保健・福祉施設 200,000  360,000  

学校教育系施設、子育て支援施設、公園 170,000  330,000  

公営住宅 170,000  280,000  

その他 200,000  360,000  

 
■大野町においては、推計上の分類を下記のように置き換えて推計を行いました。 
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町が保有する公共施設(建物)を対象に、予防保全型（長寿命化）の管理をした場合の更新投資

額について、推計しました。 

長寿命化型の更新では、予防保全的に長寿命化対策を行うことで、建物を保全し、躯体の耐用

年数まで使用することを目指します。躯体の目標耐用年数の中間年となる 40 年目では、新築時

の整備水準を超える大規模改修（長寿命化改修）を行い、建築後 20 年目と 60 年目で修繕を行

うことで、躯体の目標耐用年数まで建築物に求められる性能が確保できる状態を維持できるとさ

れています。従来型から長寿命化型に転換することで、目標耐用年数まで躯体を使用することが

できます。 

 

公共施設（建物）の更新費用試算にあたっての推計条件（長寿命化型） 

■試算ソフトウェア：公共施設等更新費用試算ソフトの考え方に沿った拡張版の試算ソフトの標準設定 

■計算方法：延べ床面積×更新単価（単価は、従来型と同様） 

■大規模改修単価：建替えの２５％と想定し、この想定の単価を設定する。 

■耐用年数（建替え）：標準的な耐用年数とされる 80 年を採用することとする。 

■大規模改修：建設後 20 年及び建設後 60 年で行うものとする。 

■長寿命化改修（新耐震基準建物のみ）：建設後 40 年で長寿命化改修を行う。 

■長寿命化改修単価：建替えの６０％と想定し、この想定の単価を設定する。 

■耐用年数が超過しているもの：今後 10 年間で均等に更新するものとして計算。 

■建替え期間：設計、施工と複数年度にわたり費用が掛かることを考慮し、３年間として計算。 

（用地買収期間は含まず） 

■修繕期間：設計、施工と複数年度にわたり費用が掛かることを考慮し、２年間として計算。 

【図表 長寿命化・予防保全のイメージ（目標耐用年数 80 年）】 

 
 

大規模修繕 長寿命化改修 

経年劣化による損耗、機能低下に対

する機能回復工事 

経年劣化による機能回復工事と、耐用性、快適性、省エネ性を確保するため

の機能向上工事 

・屋上防水改修 

・外壁改修 

・トイレ改修 

・内装改修 

・設備機器改修 

・劣化の著しい部位の修繕 

・故障、不具合修繕 等 

・屋上防水改修 

・外壁改修 

・トイレ改修 

・内装改修 

・設備機器改修 

・劣化の著しい部位の修繕 

・故障、不具合修繕 等 

・コンクリート中性化対策 

・鉄筋の腐食対策 

・バリアフリー改修 

・外壁、屋上の断熱化改修 

・省エネルギー機器への更新 
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道路・橋梁の更新費用試算にあたっての基本設定・推計条件 

 道路及び橋梁の更新費用試算にあたっては、「公共施設等更新費用試算ソフト」を使用して、

更新費用を試算しました。それぞれの更新費用を試算するための基本設定及び条件は下記の通

りです。 

 

道 路 更新年数 単価（円/㎡） 

1 級道路 

２級道路 

その他町道 15 年 

4,700 

自転車・歩道等 2,700 

 

 

橋 梁 更新年数 橋 種 単価（千円/㎡） 

更 新 60 年 

PC 橋 413 

RC 橋 413 

鋼 橋 500 

石 橋 448 

木橋その他 448 

 

トンネルの更新費用試算にあたっての基本設定・推計条件 

 トンネルの更新費用試算にあたっては、周辺自治体における更新費用試算の事例や町にお

ける過去の補修等に要した費用を参考としました。 

トンネル 更新年数 単価（千円/ｍ） 

更 新 50 年 1,500 

 
※修繕費用のみを推計、道路幅員 9.5 m の場合の推計値 

上水道の更新費用試算 

上水道の更新費用の試算結果は、水道ビジョンの投資計画を用います。 
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(2) 公共施設等の更新費用の推計結果 

 
公共施設（建物）の更新費用試算（従来型） 

公共施設（建物）の更新費用試算（従来型） 

前述の条件に基づき、全国的によく用いられる試算検討期間である 40 年間の更新投資額

を試算しました。 

試算の結果、保有する公共施設に係る更新投資額は、令和 3（2021）年度から令和 42

（2060）年度までの 40 年間で約 496.2 億円となり、年平均 12.4 億円必要になる見込

みです。過去 5 年間で掛けてきた投資的経費の年平均額 8.4 億円を今後の投資制約として比

較すると約 1.5 倍に相当し、毎年約 4.0 億円が財源不足となります。 

すでに大規模改修時期となった施設の改修を順次行う場合、2024 年、2025 年、2029

年、2030 年には、当該施設以外の大規模改修時期と重なるため、財政を圧迫する可能性が

あります。 

建替え更新については、2041 年度頃から対象となる施設が徐々に増加し、建替えを必要

とする施設が毎年発生する試算となっています。 

 

 

〈出典〉公共施設等更新費用試算ソフトの考え方に沿ったエクセル計算シート 

 

※すでに大規模改修を終えている施設は、推計から除外しています。 

※旧岡田家住宅は、特別文化財で通常の公共施設とは異なるため、推計から除外しています。 

※旧給食センターは、今後の修繕費等が掛からない予定のため、推計から除外しています。 

※大野町役場（庁舎）は耐震化済のため大規模改修工事費を未計上としています。 
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公共施設（建物）の更新費用試算（長寿命化型） 

前述の条件に基づき、従来型と同様に 40 年間の更新投資額を試算しました。 

試算の結果、保有する公共施設に係る更新投資額は、令和 3（2021）年度から令和 42

（2060）年度までの 40 年間で、約 391.3 億円となり、従来型と比較し、104.9 億円削

減できる見込みとなります。年平均額では 9.8 億円となるため、従来型に比べて年平均額で

2.6 億円を削減できる見込みです。ただし、過去 5 年間で掛けてきた投資的経費の年平均額

8.4 億円を今後の投資制約として比較すると約 1.2 倍に相当し、毎年の平均額で約 1.4 億円

が財源不足となります。 

 

庁舎等の大型施設が長寿命化改修の時期（40 年）を迎えるため、令和３（2021）年度

～令和 8（2026）年度の６年間で長寿命化改修の費用が大きくなっています。一方、長寿

命化改修及び予防保全型の大規模改修の実施によって耐用年数が伸びるため、全体の建替え

費用は、従来型と比べて低くなっています。 

 

 

〈出典〉公共施設等更新費用試算ソフトの考え方に沿ったエクセル計算シート 

 

※すでに大規模改修を終えている施設は、推計から除外しています。 

※旧岡田家住宅は、特別文化財で通常の公共施設とは異なるため、推計から除外しています。 

※埋蔵文化財センターは長寿命化改修を実施したものとして推計しています。 

※旧給食センターは、今後の修繕費等が掛からない予定のため、推計から除外しています。 

※西こども園（倉庫、プロパン庫）は、旧耐震かつ耐用年数満了までの期間が短いため、従来型の試算条

件に基づいて更新費用を計上しています。 

※南こども園（車庫、物置）は、旧耐震かつ耐用年数を満了までの期間が短いため、従来型の試算条件に

基づいて更新費用を計上しています。 

※中央公民館は、大規模改修（２回目）の時期が長寿命化改修（積み残し期間）と重なるため、大規模改

修（２回目）の更新費用を未計上としています。 
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道路・橋梁の更新費用試算 

 道路及び橋梁の更新費用を「公共施設等更新費用試算ソフト」で試算した結果、令和 42

（2060）年頃までに毎年必要となる更新費用の総計は、約 6.4 億円（道路：6.3 億円、橋

梁：0.1 億円）という結果となっています。 

 道路については、東海環状自動車道大野神戸インターチェンジの開通に伴う事業費を確保

し（道路交通需要の変化による突発的な改修等の発生も考慮）、一層計画的な財源確保を図っ

ていく必要があります。 

 橋梁に係る費用の割合は高くないものの、橋梁長寿命化修繕計画に基づいて今後の修繕等

に係る費用について、より精度の高い予測を行い、長期にわたる財源確保に努めていく必要

があります。 

〈道路〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈橋梁〉 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
〈出典〉公共施設等更新費用試算ソフトの考え方に沿ったエクセル計算シート 

トンネルの更新費用試算 

 トンネルの修繕費用については、２箇所で年間約 4,000 万円掛かる見込みとなっていま

す。揖斐川町との管理費用負担配分を考慮して年間約 2,000 万円と推計しました。 
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上水道の更新費用試算 

 上水道設備については、令和元（2019）年度から令和 10（2028）年度までの 10 年

間に掛かる更新費用の総計が約 15.1 億円、年平均額では 1.5 億円必要となる見込みです。

（費用を平準化しているため、以後も同額相当の費用が掛かる予定となっています。） 

 

 
 

 

 
〈出典〉：大野町水道ビジョン（令和 3 年度～令和 7 年度） 
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試算結果から、建物、道路、橋梁の更新費用にトンネル修繕工事費（実績に基づく費用）を加

えると、1 年当りに必要となる更新費用は、総額 16.4 億円になりました。これに対して、道

路・橋梁、学校、庁舎等の公共又は公用施設の新増設事業等に充当する経費となる普通建設事業

費は、平成 23（2011）年度からの 10 年間を平均すると 15.5 億円／年度です。このうち、

公共施設のみの投資額については、平成 28（2016）年度からの 5 年間を平均すると 8.4 億円

／年度となっています（P9 参照）。 

現状では、直ちに更新費用が不足するものではありませんが、人口減少に伴う税収減により、

今後は徐々に不足していくことが予想されます。 

また、水道事業は町民の生活になくてはならないインフラ施設ですが、水道ビジョンより、1

年当たり 1.5 億円の更新費用が必要となり、令和元年度事業会計費（4.8 億円）の約３割を占め

ています。水道施設は原則として削減することができないため、コンパクトシティによる給水地

区の集約等も視野に入れ、更新費用削減に向けた対策を進めていく必要があります。 

 

 

 

（投資的経費と更新費用） 

種  別 数  量 
1 年当たり 

更新費用 

平成 23 年度から

10 年間の年平均

投資的経費額 

備 考 

公共施設 93 施設 9.8 億円 

15.5 億円 

 

道路 2,002,683 ㎡ 6.3 億円  

橋梁 340 橋 0.1 億円  

トンネル 2 箇所 0.2 億円  

合計 - 1６.4 億円  

 

（水道事業会計と更新費用） 

種  別 数  量 
1 年当たり 

更新費用 

令和元年度 

事業会計 
備 考 

上水道 176,611ｍ 1.５億円 4.8 億円  

 

  

インフラ関連の投資的経費/上水道事業会計と更新費用の比較 
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第４章 公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本方針 

4-1 課題整理 

これまで町では、公共サービスの増大に伴い公共施設を整備してきましたが、今後これらの多

くが一時期に集中して更新の時期を迎えます。かつてのような経済成長が期待できないなか、現

在の公共施設のすべてを維持していくことは、財政上においても大きな負担となることから、今

回、93 施設を施設類型別に分類し、各施設の実態を施設面・利用面・運営面・コスト面から整理

し、さらに、将来における人口動態の予測を行いました。その結果、公共施設を取り巻く現状と

して「施設の老朽化への対応」、「利用ニーズの変化への対応」、「厳しい財政状況を踏まえた対応」

の課題が明らかになってきました。 

 

 

今後の公共施設維持管理に対する課題 

 

１）施設の老朽化への対応 

□公共施設の老朽化が進んでおり、一時期に集中して更新時期を迎えるため、計画的な更新

（大規模修繕・建て替え）の実施と施設の長寿命化による更新費用の平準化が必要です。 

□利用者が少ない施設や減少傾向にある施設、目的を達成した施設を見直す等、公共施設の

総量を長期的な視点で検討していくことが必要です。 

 

２）利用ニーズの変化への対応 

□今後も人口の減少が見込まれ、少子高齢化もさらに進展することが想定されることから、

利用ニーズの変化に対応した公共施設サービスの提供が求められます。 

□変化する利用ニーズに対応するためには、見直しによって生じた余剰施設や不足する施設

などの有効活用や配置の検討を行うほか、民間施設で補完できるサービスの提供などを踏

まえて検討していく必要があります。 

 

３）厳しい財政状況を踏まえた対応 

□町の歳入額はここ数年横ばいの状況であること、また今後の地方交付税等の財源見通し

も不透明なことから、未利用・未活用資産の積極的な売却・貸付を通じた財源確保や、

利用料金をはじめとした利用者負担について再検討することが必要です。 

□管理運営経費の削減を進めつつこれまでどおりの行政サービスの水準を維持するために、

インフラの長寿命化を推進しつつ、民間活力の導入による投資的経費の確保やＮＰＯ等と

の協働による効率的・効果的な運営を進める必要があります。 
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4-2 基本理念 

ここまでに示した課題に対応して、限られた財源を有効に活用し「快適で 笑顔あふれるやすら

ぎのまち おおの」を実現していくためには、公共施設の適正な運営管理のあり方等を精査し、中

長期の財政状況を踏まえ、公共サービスを低下させることなく公共施設の維持・管理・運営を図

っていく必要があります。また、これらは SDGs の示す目標である「住み続けられるまちづくり

の実施」と同様であると考え、これを基本理念とし方針を定めます。 

今後は以下の公共施設マネジメント基本方針を定め、これをもとに施設の適正な配置を勘案し、

管理・活用を行っていくこととします。 

  

公共施設マネジメント基本方針 

SDGｓの取り組み：住み続けられるまちづくりの実施 

災害に関して強靭で持続可能なまちを実現すること目指します。 

 

公共施設基本方針 インフラ施設基本方針 

公共施設の総量の検討 

（適正配置） 
更新費用の縮減と平準化 

公共施設運営コストの 

適正化（質の向上） 
長寿命化 

中長期的視点でのﾄｰﾀﾙｺｽﾄ削減 

（更新費用・管理運営費の財源確保） 
投資額の確保 

 

維持管理の具体的な取り組み方針 

① 点検・診断等 ⑤ 長寿命化の推進 

② 維持管理・修繕・更新等 ⑥ ユニバーサルデザイン化の推進 

③ 安全確保の実施 ⑦ 施設総量の適正化 

④ 耐震化の実施 
⑧ 総合的かつ計画的な管理を実現す

るための体制の構築 
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4-3 計画期間 

本計画は、本町の公共施設の課題を抽出した平成 27 年度から令和３9 年度までの 43 年間を

見通しつつ、社会経済情勢に的確に対応するため、今後 10 年間（平成 28 年度～令和 7 年度）

を計画期間とし、第六次総合計画との整合を取りながら推進します。本計画は後期 5 年間の計画

にあたるものとします。 

計画の推進にあたっては、総務課を中心として、関係する全部署・施設管理者と横断的に情報

共有する推進体制とします。また、新地方公会計制度の導入に伴う財務諸表整備も併せて推進す

ることで、財政状況を全庁的に把握・情報共有しやすい体制のもとで取り組んでいきます。 

全体的な行動計画として総合管理計画を策定後、必要に応じて個別の管理計画を策定し、定常

的な維持管理と併せて計画に基づいた修繕・更新を実施します。計画（Plan）・実行（Do）・評価

（Check）・改善（Action）のサイクル（PDCA）を 5 年周期とし、全体及び個別の計画を見直

しながら適切な施設維持管理を進めていきます。 

 

大野町総合計画と連動した公共施設総合管理計画の推進予定 

 

 
年度

平成２７
固定資産台帳の整備
（資産の洗い出し）

平成２８
固定資産台帳の整備

（資産評価）

平成２９ 財務書類の作成・公表

平成３０

令和元

令和２ 　　維持管理計画の検証

令和３ 　◇全体計画の見直し（後期5年間）

令和４

令和５

令和６

令和７ 　　維持管理計画の検証

令和８ 　◇全体計画の見直し（前期5年間）

～

固定資産台帳の更新

財務書類の更新・公表

　　　　　　　　　 ☆個別計画見直し

<<<<　新たな10年間（前期5年間）のサイクルへ　>>>>

　　個別計画検討・準備・方針策定
　  【体制の構築・点検基準の設定】

　◆総合管理計画策定（行動計画）

公共施設等維持管理計画

　
　★個別計画策定

新地方公会計導入

移行準備

計
画

に
基

づ
く

修
繕

・
更

新
の

実
施

維
持

管
理

を
常

時
実

施
し

つ
つ

改
善

を
図

っ
て

い
く

計画に基づく取組
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4-4 基本方針 

(1) 公共施設基本方針 

公共施設等の基本方針を、公共施設とインフラ施設それぞれに分けて定めます。 

１）公共施設の総量の検討（適正配置） 

今後は、既存施設の有効利用の活用観点から、原則として新設は他の施設の統合を前提とします。

また、施設の更新（建て替え又は大規模修繕）を行う場合はゼロベースで検討します。 

(1) 施設の新設 

□原則として、施設の新設が必要となる場合は、他の施設の統合を前提とし、将来的に統合しや

すい施設設計とします。 

□近い将来を見据えて本当に必要か、既存施設の活用が可能かなどを十分検討します。 

□ＰＰＰ（官民連携）/ＰＦＩ（民営公共事業）等の民間活力の導入を含めて幅広く検討します。 

(2) 施設の更新（建て替え又は大規模修繕） 

□施設の新設の場合と同様に、当該施設が本当に必要かどうか将来のまちづくりを見据えた上

で、ゼロベースで検討します。 

□施設の規模や機能、地形的条件（施設間の距離、交通利便性）などを総合的に検討し、施設の

配置を進めることとします。 

□建物性能が高く一定の規模がある施設については、施設の複合化・多機能化を進めます。 

□行政区域を超えた広域的な利用も視野に入れ、隣接する自治体と施設の相互利用などが可能か

検討します。 

(3) 施設の廃止 

□老朽化により耐用年数が過ぎた施設については、安全確保の観点から、原則として除却します。

ただし、避難所等で利用している場合で他の施設で代用できない場合は、施設の長寿命化を実

施します。 

□施設が比較的新しく建物性能が高い施設を用途廃止する場合は、用途変更や地元への移譲・貸

付等について検討します。 

□用途廃止をした建物については、維持費の削減と税収確保のため、払下げも含めた有効活用を

検討します。 

 

２）公共施設運営コストの適正化（質の向上） 

施設の維持管理をより少ない経費で行うために、老朽化施設の除却時または新設時における施設

の複合化・多機能化を推進し質の向上を図ります。施設の整備は、民間の技術・ノウハウ、資金

等の活用を積極的に導入します。 

□施設を効率的かつ効果的に管理運営するために、費用対効果を総合的に判断してコスト評価を

します。 

□公共サービスの量を維持しつつ、各施設の維持管理コストを削減するために、新設の施設の複

合化・多機能化を推進していきます。 

□直営の固定費を削減するため、運営管理コストに優れた管理方式を導入します。 

□より質の高いサービスを提供するために、ＰＰＰ/ＰＦＩ制度などの民間活力を施設の整備や

管理運営に導入します。 

□指定管理者制度導入により、住民サービスの維持・向上と経費の節減が見込まれる施設は、積

極的に指定管理者制度を導入していきます。 
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□地域で管理経営を行うことで、効果的に経費の削減が見込まれる施設については、指定管理者

制度の活用や、地元で施設を管理経営する方法について検討します。 

 

３）中長期的視点でのトータルコスト削減（更新費用・管理運営費の財源確保） 

不要な資産（除却した施設の土地等）は、売却や貸付等により、維持管理費の削減、及び更新費

用や管理運営費の財源確保に努めます。 

□将来的な利用が見込めない財産が生じた場合は、適切に売却処分や借地との交換を進めます。 

□法規制等の理由により売却が困難な財産については、民間等への貸付による財産の有効活用を

図ります。 

□公共施設等の余剰空間については、周辺施設との機能集約、国や県、公共的団体、民間等への

貸付による有効活用を図ります。 

 

(2) インフラ施設基本方針 

１）更新費用の縮減と平準化 

インフラ資産は原則として削減できないため、重要度と緊急度により優先順位を決めた上で計画

的に更新を実施することで、更新費用の縮減と平準化を図ります。 

□インフラとしての機能、ライフラインとしての重要度、維持補修の緊急度などにより、更新の

優先順位付けに向けた評価を実施し、施設更新の効率化を図ります。 

□維持管理に関連する事業については、一定の投資額で継続的な取り組みを行います。 

□個別施設計画や施設維持管理マニュアル等に基づき、点検・診断等を定期的に実施し、施設の

重要度や緊急度に応じて対策を実施します。 

□各インフラ資産の状態や対策履歴等の情報を記録・蓄積し、以降の点検・診断等に活用する仕

組みを構築することにより効率的な更新を実施します。 

□公営企業である水道は、長寿命化の基本計画である「水道ビジョン」をもとに、財政マネジメ

ントと効率的な施設管理に取り組みます。 

 

２）長寿命化 

予防保全型の維持補修による長寿命化を進め、ライフサイクルコストの縮減を図ります。 

□従来の「事後保全（老朽化等に伴う不具合が発生してから修繕を行う）」から、「予防保全（定

期点検・調査等に基づいて計画的に改修を実施する）」に方針を転換し、施設の長寿命化を図

ります。 

□職員の維持保全に係る技術力向上を図るため、国や県等が実施する資格・研修制度や講習会等

を積極的に活用します。また、庁内での勉強会等で他自治体の取り組み事例や最新の技術動向

などを習得し、長寿命化のための取り組みに生かします。 

 

３）投資額の確保 

インフラ資産に係る投資額を安定的に確保します。 

□予防保全型の管理を計画的かつ着実に実施することにより、個別施設計画に基づく施設更新費

用を安定的に確保します。 
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(3) 具体的な取り組み方針 

基本的な方針・方策をもとに、施設の維持管理の現場等における様々な問題意識を踏まえつつ、

今後は従来実施してきた取り組みに加え、以下の１）～9）の各項目について取り組む方針で対応

していきます。 

 

１）点検・診断等の実施方針 

(1) 職員の知識・技術の向上 

国や県等が実施する資格・研修制度や講習会等を積極的に活用し、職員の維持保全に係る知識・

技術力向上を図ります。また、これらの知識・技術を勉強会等で情報共有することにより、全庁

的に施設管理者の知識・技術力を底上げします。 

(2) 点検・診断基準類の整備 

国や県等の整備済みの維持管理基準類をもとに、12 条点検の項目や要領等を参考にしつつ、施

設の特性を踏まえた点検・診断の基準を整備し、施設の健全性を把握する仕組みを構築します。 

(3) 定期点検の実施 

点検・診断基準に従い、定期的な点検を確実に実施していきます。 

(4) 点検結果の収集・分析・活用 

点検・診断の結果等の情報を適切に管理・活用する仕組みを構築し、より効果的・効率的な維持

管理につなげます。 

 

２）維持管理・修繕・更新等の実施方針 

(1) 予防保全の実施 

施設の特性や安全性、経済性を考慮しつつ、施設の劣化を予測して予防的補修を実施するなど、

予防保全の実施により性能・機能の保持・回復を図り、修繕経費の無駄をなくします。 

(2) 個別施設計画（施設類型毎の長寿命化計画）の策定 

施設類型毎の長寿命化計画（個別施設計画）を必要に応じて策定し、計画的な維持保全を推進し

ます。計画の策定及び実施に当たっては、施設特性を考慮の上、重要性・緊急性等を判断して対

策の優先度や実施時期を決めるとともに、施設のライフサイクルコストが最小となるよう様々な

材料・工法等を比較して最適な方法を選択した上で、修繕等による効果を検証して継続的に計画

を見直していきます。長寿命化を実施する際は、現時点よりも維持管理費がかからない施設設計

を検討します。 

(3) 隣接自治体との協働 

隣接する市町との同種事業の一括発注による効率化の検討により、維持管理事業の協働の推進及

び財政負担の軽減を目指します。 

(4) 産官学の連携 

積極的にＰＰＰ/ＰＦＩを検討し、できる限り財政負担の軽減に取り組みます。また、大学の研

究室や地域の建設業者等との共同研究や研修を行うなど、技術力の確保・向上に努めます。 
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３）安全確保の実施方針 

(1) 同種・類似リスクへの対応 

点検診断等により施設の危険箇所が発見された場合は、速やかに安全対策を実施したのちに同種

の施設についても早急に点検を実施し、事故の未然防止に努めます。 

(2) 建物の非構造部材の安全対策 

公共施設の非構造部材（外壁、ガラス、吊り天井等）の安全対策は、大規模修繕に併せて行うな

ど計画的かつ効率的な対策を実施します。 

(3) 不要となった施設の除却 

防犯・防災・事故防止等の観点から、必要性が認められない施設の除却を推進していきます。 

 

４）耐震化の実施方針 

(1) 新設施設の耐震の強化 

町内の主要施設の耐震化は完了しており、今後新設する重要な施設は、災害発生時における防災

拠点施設等としての機能継続に対応した設計とします。 

 

５）長寿命化の実施方針 

(1) 予防保全の実施 

施設特性や安全性・経済性を考慮しつつ、点検により劣化の有無や兆候を確認又は予測して予防

的補修をする予防保全の実施により、施設の性能・機能の維持・回復を図ります。 

(2) 計画的な大規模修繕の実施 

施設の特性に応じた使用年数の目標や優先度を踏まえ、長寿命化する施設の優先順位を定めて、

適切な時期に大規模修繕を実施します。 

大規模修繕は、改修後の使用予定期間や改修後の維持管理を考慮しライフサイクルコストが最小

となるように改修内容・工法等を比較し最適な方法で実施します。 

 

６）ユニバーサルデザイン化の推進方針 

(1) バリアフリー化等の実施 

施設の修繕や更新等をする際には、ユニバーサルデザイン化を検討し、誰にでも利用しやすい施

設とすることを目指します。 
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7）施設総量の適正化の推進方針 

(1) 施設の集約の推進 

現状施設の利活用状況に応じて施設の集約を実施し、施設総量の適正化を図ります。 

(2) 将来的な施設の必要性・集約化の検討 

必要な施設は適切に維持管理するとともに、将来的な社会構造の変化やそれに伴う行政ニーズの

変化を踏まえて、施設規模の見直しや機能の統合・集約・廃止を検討します。 

(3) 広域的な視野での検討 

隣接する自治体との事業連携も含め、広域的な視野で施設総量の削減に向けた検討を行います。 

(4) ＰＰＰ/ＰＦＩの検討 

施設規模の見直しや機能の統合・集約・廃止は、民間資金等の活用（ＰＰＰ/ＰＦＩ）等、民間

との連携も視野に入れた検討を行います。 

 

８）総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針 

(1) 公共施設マネジメント推進会議の設置 

全庁的な観点から公共施設の利活用を総合調整し、管理等の最適化を検討するため、公共施設マ

ネジメント推進の担当部署を定め、有識者を交えた推進会議の設置を検討します。 

(２) 職員の知識・技術の向上 

職員の維持保全に係る技術力向上を図るため、国や県等が実施する資格・研修制度や講習会等を

積極的に活用します。また、庁内での勉強会等で他自治体の取り組み事例や最新の技術動向など

を習得し、長寿命化のための取り組みに生かします。 

(3) 資産管理部門と財政部門との連携強化 

資産管理部門と財政部門との情報交換を密にして連携を強化し、財政負担の軽減・平準化を図り

必要な予算確保に努めます。 
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4-5 目標設定 

(1) 目標設定の基本的考え 

 今後、人口減少による税収減少等により財政状況は一層厳しくなることが予想されます。 

この状況において、公共施設の維持管理・更新を行っていくには、中長期的な財源確保のための

戦略的な目標を立てる必要があります。 

このため、基本計画において示した様々な観点での取り組みについて、コスト面の実態をふま

えて全庁的に検討・実施する体制を速やかに確立することを最優先目標とします。 

 さらに、中長期的な財政計画のもと、各公共施設のライフサイクルコストを的確に把握し、維

持管理に係る予算の平準化策等について数値的な目標を定めるのが望ましいと考えています。 

しかし、建物の利用に関する現行の施策等との整合性を確保する必要があること、今後推進す

る予定の予防保全措置によるコスト改善効果が不確定であること、また、利用ニーズを考慮して

建物の必要性を検討するために継続的な収支分析を必要とする施設が多いことなど、現時点では

課題が多い状態です。 

各公共施設の老朽化度や利用状況については、公共施設マネジメントのためにこれまで実施し

てきた取り組みや総合管理計画を基に作成した個別施設計画によって、概ね把握できるようにな

りました。今後、この取り組みをさらに推進させるため、目標の具体化に取り組んでいきます。 

 

(2) 目標設定 

目標値の設定については、現在の人口一人当たりの保有量と財政状況を鑑み、直ちに大幅削減

する必要はないものの、長期的な観点から下記の目標を定めました。 

なお延床面積に比例して維持管理費用も増大する傾向にあることから、延床面積を基準に総量

削減の目標を定めることとします。 

 

現在保有する公共施設とインフラ施設を耐用年数経過時まで維持管理していくとすると、更新

投資額は令和 3 年度から令和 42 年度までの 40 年間で試算すると、年平均 16.4 億円必要とな

る見込みとなりました。 

インフラ施設については、生活基盤の根幹となるものであるため、大幅削減ができないものと

して、長寿命化計画に基づき長寿命化を図ります。 

その為、公共施設のみに着目し、削減目標を定めます。 

現在保有する公共施設については、目標耐用年数まで長寿命化を図りながら維持管理するとし

て、令和 3 年度から令和 42 年度までの 40 年間で試算すると、更新投資額は年平均額で 9.8

億円必要になる見込みとなりました。 
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これを過去 5 年間で掛けてきた投資的経費の年平均額 8.4 億円と比較すると、毎年約 1.4 億

円が財源不足となります。 

財源不足を解消するには、現在の公共施設の保有量を見直す必要があるため、下記の削減目標

を設定しました。

 

以上のように、保有量（面積）から削減する目標値を算出すると最低でも約 14％程度の削減

が必要になります。このため、長期目標として今後４０年間の削減目標を「14％」、短中期目標

として、令和 7 年度までの 5 年間における削減目標を「1.8％」としました。 

 

 

(3) 増加予定施設 

 本計画策定時点で取得又は建て替えをする予定の施設です。 

対象施設 延べ床面積（㎡） 

認定こども園 1,500.00 

大野町民体育館 3,000.00 

バラドーム 1,000.00 

リサイクルステーション 1,000.00 

増加予定施設床面積合計 6,500.00 

 

(4) 削減予定施設 

 本計画策定時点で統廃合、廃止や譲渡の方向性を示している施設です。 

対象施設 延べ床面積（㎡） 

西こども園 1,346.93 

南こども園 1,014.50 

中央公民館 1,036.67 

武道館 1,336.64 

体育館 1,559.15 

民俗資料館 211.60 

宿泊研修所 626.29 

削減予定施設床面積合計 7,131.78 

  

1.4 億円分を削減するためには、公共施設の保有面積を現在の 85.7％とする必要があります。 

〇目標保有延床面積 109,729.58（㎡）×0.857（経費削減率）＝94,038.25（㎡） 

〇削減面積     109,729.58（㎡）－94,038.25（㎡）＝15,691.33（㎡） 

公共施設の総量削減目標 

令和３年度から令和７年度      1.8％ 

４０年間              14％ 
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(5) 削減床面積及び削減率 

保有量削減 

 削減予定床面積  631.78 ㎡ （減少面積：7,131.78 ㎡－増加面積 6,500.00 ㎡） 

削 減 率     0.58％  （減少面積：631.78 ㎡÷全体面積 108,033.55 ㎡） 

 

 本計画の方針を実施した場合においても削減目標は達成できないため、本町の厳しい財政状況

を踏まえ、更なる施設の統廃合、複合施設化、再配置の検討を含めた類型別方針を定めます。 
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第５章 施設類型毎の管理に関する基本方針 

前述の具体的な取り組み方針に基づき、個別の施設についての方針を下表の類型別に策定しま

す。策定に当たっては、「インフラ長寿命化基本計画」において示された記載すべき事項を踏まえ

た内容とします。なお、既に計画を策定している分野においては、計画改定時に、不足している

項目を盛り込むなど必要な見直しを行います。 

 

 

公共施設の類型 

 

 施設類型 主な施設 

5-1 庁舎施設 大野町役場 

5-2 消防施設 消防車庫 

5-3 児童福祉施設  

(1) 公立認定こども園 西こども園、南こども園 

(2) その他 
旧ことばの教室・幼児療育センターなないろ・子

育て支援施設子育てはうす ぱすてる 

5-4 保健・福祉施設  保健センター・福祉センター 

5-5 衛生施設 不燃物処理場・ごみステーション 

5-6 墓地 霊園 

5-7 農業施設 

転作定着化研修センター 

転作促進技術研修センター 

産地形成促進施設、育種施設、絆の森 

5-８ 産業施設 道の駅地域振興施設・トイレ・情報館 

5-９ 公園施設 公園 

5-10 公営住宅 町営住宅 

5-11 学校施設 小学校・中学校 

5-12 社会教育施設 

公民館・武道館・体育館・旧宿泊研修所・旧北岡

田家住宅・東運動場・運動公園・総合町民センタ

ー（図書館併設）・民俗資料館・埋蔵文化財セン

ター・文化財建造物 

5-13 排水施設 排水機場 

5-14 インフラ施設  

(1) 道路  

(2) 橋梁  

5-15 水道施設 上水道施設・排水池・水源地施設も含む 

5-16 普通財産施設 旧学校給食センター 

※旧ことばの教室は令和 3 年度に用途変更し地域交流施設になる予定です。 
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5-1 庁舎施設 

現状と課題 □庁舎は 1981 年に竣工しており、建築後 39 年が経過しています。トイレや配

管などの水回りや、雨漏りや外壁の剥離など経年劣化が顕著となっており、安

全面や利便性に影響を及ぼすことが近年増えております。 

□2018 年に耐震補強工事を実施し、長寿命化及び防災機能の強化を図りました。 

  

点検診断等 □建物の法定点検（電気保安点検、消防設備点検等）を確実に実施する。 

□法定点検の対象外項目についても、12 条点検等に準拠した点検実施に関する基

準項目等を作り、統一的な基準のもとで施設管理者による点検を行う。 

□点検・補修履歴等の管理に関する仕組みを作り、蓄積したデータを施設保全に

活用する。 

維持管理等 □維持管理コストについては、室内照明の LED 化、省エネ型空調取り換え等によ

り光熱水費を削減した。引き続き光熱水費等の実態を把握し、コストの軽減を

図る。 

□蓄積した点検結果をもとに必要な対策を実施する。 

安全確保 □点検等により利用者や職員に被害が発生すると判断された場合には、緊急的な

修繕工事を実施する。 

耐震化 □新耐震基準への移行年度（昭和 56 年度）に竣工しており、耐震診断の結果、問

題がないことを確認済み。また、平成３０年度に実施した耐震改修工事により、

耐震性能は向上している。 

長寿命化 □計画的な予防保全措置による長寿命化を推進し、財政負担の平準化を進める。 

ユニバーサル

デザイン化 
□大規模改修、長寿命化改修、建替えの時期と合わせ、ユニバーサルデザイン化を

導入する。 

施 設 総 量 の

適正化 

□近接する公共施設等の将来的な集約化や総合庁舎化等を、継続的に検討する。 

体制構築 □施設の最適化を検討するための全庁的な推進会議の設置を視野に入れ、施設更

新（大規模修繕・建て替え）の予算を効率的に執行する仕組み等を検討する。 

（※他の分野の施設も対象） 
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5-2 消防施設 

現状と課題 □大野町における消防施設は学校区ごとに設置されており、消防第１分団車庫、

消防第２分団車庫、消防第３分団車庫、消防第４分団車庫、消防第５分団コミュ

ニティー消防センター、消防第６分団車庫が設置されています。 

□配置バランスは概ね妥当であり、防災上の必要性を考慮すると、再配置・統廃合

の検討は不要である。 

□施設の老朽化に伴う改修について検討する必要がある。 

  

点検診断等 □職員や利用者（消防団員）による自主点検を行い、維持管理・修繕等を含む老朽

化対策を行っていく。 

維持管理等 □点検等により不良と判断された場合には、速やかに修繕を行う。 

安全確保 □点検等により施設管理者や第三者に被害が発生すると判断された場合には、緊

急的な修繕を実施する。 

耐震化 □新耐震基準のため不要。 

長寿命化 □建物の構造に応じた目標使用年数を定め、各部位の耐用年数を考慮した計画的

な保全の実施により長寿命化を図る。 

ユニバーサル

デザイン化 
□一般の人が利用する施設でないため、ユニバーサルデザイン化の導入は検討し

ない。 

施 設 総 量 の

適正化 

□建て替え時期が来た建物については、近接する公共施設に統合可能か検討する。 

 

体制構築 □地区の消防活動の拠点であり消防団と連携して管理を行う。 
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5-3 児童福祉施設 

(1) 公立認定こども園 

現状と課題 □認定こども園は、1970 年代に人口の増加による保育需要の増加に対応するた

め、現在の位置に保育所として建設されました。平成３１年４月１日に子ども

の健やかな成長のために適切な環境が等しく確保されるよう、小学校就学前の

子どもに対する教育及び保育並びに保護者に対する子育て支援を行うため、認

定こども園に移行しました。 

□旧北こども園は、年少人口の減少と建物の老朽化により、令和２年３月３１日

に閉園しました。（令和 3 年度中に解体） 

□西こども園、南こども園は、更新時期となっており、大規模修繕・建て替え等

の検討が必要である。 

□私立保育園及び幼稚園のうち、大野保育園、豊木保育園、うぐいす保育園、東保

育園は、幼保連携型認定こども園へ、大野クローバー幼稚園は、幼稚園型認定こ

ども園へ、それぞれ平成２８年４月に移行しました。 

□私立認定こども園等も含めて配置バランスを確認すると、人口分布と施設密度

の点でやや不均一な地区がみられます。 

□年少人口の減少傾向を踏まえ、更新又は統廃合の検討と併せて、民間移譲等も

視野に入れた検討が必要である。 

  

点検診断等 □建物の法定点検（電気保安点検、消防設備点検等）を確実に実施する。 

□法定点検の対象外項目についても、12 条点検等に準拠した点検実施に関する基

準項目等を作り、統一的な基準のもとで施設管理者による点検を行う。 

□点検・補修履歴等の管理に関する仕組みを作り、蓄積したデータを施設保全に

活用する。 

維持管理等 □蓄積した点検結果をもとに、利用状況等調査に基づき、中長期的な計画を策定

の上、維持管理、修繕等を含む老朽化対策を実施する。 

□民間の子育て支援センターとの配置バランスを踏まえつつ、民間活力を導入し

て施設の管理運営を行う。 

安全確保 □点検等により、児童等の安全安心が確保されないと判断される危険性に対して

は、安全な保育環境の維持の観点から最優先で必要な措置を実施する。 

耐震化 □西・南こども園において建築耐震工事（旧耐震基準）が完了している。 

長寿命化 □計画的な予防保全措置による長寿命化を推進し、財政負担の平準化を進める。 

□建物や遊具庫等の大規模修繕に係る費用や人件費を平準化するため、複数年に

わたる調査・分析を実施し、施設の利用状況も考慮した長寿命化工事を計画す

る。 

ユニバーサル

デザイン化 
□大規模改修、長寿命化改修の時期に合わせてユニバーサルデザイン化の導入を

行う。 

施 設 総 量 の

適正化 

□地区によって人口推移の傾向が異なるものの、全体として児童の減少傾向は顕

著であるため、私立認定こども園と補完し合って配置のバランスが良い現状を

活かしつつ再配置を検討した。 

□令和 3 年度に「大野町認定こども園基本構想」を策定し、将来の人口減少によ

る施設利用需要の変化や建物の性能を適正に評価し、令和 7 年度に公立認定こ

ども園を１園に統合し、南こども園を大規模改修して、施設の長寿命化を図り

当面運営する。 

体制構築 □公共施設マネジメント推進会議の設立を視野に入れ、担当部署と施設管理者の

密な連携により維持管理を推進する。 
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(2) その他 

現状と課題 □平成８年に子どもの通所施設としてことばの教室を建設し、その後、制度改正

を経て平成２６年度より幼児療育センターにおいて児童発達支援事業所として

運営しております。 

□子育て支援施設は、道の駅「パレットピアおおの」に併設する形で、子育て親子

の交流の場の提供と交流促進等を推進する施設として、平成３０年３月に建設

しました。 

□幼児療育センターと子育て支援施設については、竣工間もない施設のため、施

設に関する問題は特にありません。 

  

点検診断等 □建物の法定点検（電気保安点検、消防設備点検等）を確実に実施する。 

□法定点検の対象外項目についても、12 条点検等に準拠した点検実施に関する基

準項目等を作り、統一的な基準のもとで施設管理者による点検を行う。 

□点検・補修履歴等の管理に関する仕組みを作り、蓄積したデータを施設保全に

活用する。 

維持管理等 □蓄積した点検結果をもとに、利用状況等調査に基づき、中長期的な計画を策定

の上、維持管理、修繕等を含む老朽化対策を実施する。 

□民間の子育て支援センターとの配置バランスを踏まえつつ、民間活力を導入し

て施設の管理運営を行う。 

安全確保 □点検等により、児童等の安全安心が確保されないと判断される危険性に対して

は、安全な保育環境の維持の観点から、最優先で必要な措置を実施する。 

耐震化 □幼児療育センター・子育て支援施設とも耐震基準を満たしている。 

長寿命化 □計画的な予防保全措置による長寿命化を推進し、財政負担の平準化を進める。 

□建物や遊具庫等の大規模修繕に係る費用や人件費を平準化するため、複数年に

わたる調査・分析を実施し、施設の利用状況も考慮した長寿命化工事を計画す

る。 

ユニバーサル

デザイン化 
□すでにユニバーサルデザイン化の導入は完了している。 

施 設 総 量 の

適正化 

□将来の人口減少による施設利用需要の変化や建物の性能を適正に評価した上

で、施設総量の適正に取り組む。 

体制構築 □公共施設マネジメント推進会議の設立を視野に入れ、担当部署と施設管理者の

密な連携により維持管理を推進する。 
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5-4 保健・福祉施設 

現状と課題 □保健センターは、福祉センターに増築する形で建設され、建築後２４年が経過

しています。近年、経年劣化による増築箇所付近における雨漏りが顕著となっ

てきており、特に、衛生面に細心の配慮が必要とされる当施設では、早急に対策

を講じることが必要となってきています。 

□福祉センターは、１９８１年に竣工しており、建築後３９年が経過しています。

２０１３年度には、大規模修繕工事を実施して長寿命化を図りました。また、新

耐震基準で建築されているため、施設構造については特に問題はありません。 

  

点検診断等 □建物の法定点検（電気保安点検、消防設備点検等）を確実に実施する。 

□法定点検の対象外項目についても、12 条点検等に準拠した点検実施に関する基

準項目等を作り、統一的な基準のもとで施設管理者による点検を行う。 

維持管理等 □蓄積した点検結果をもとに、利用状況等調査に基づき、中長期的な計画を策定

の上、維持管理、修繕等を含む老朽化対策を実施する。 

安全確保 □点検等により、乳幼児、妊婦、高齢者、施設関係者の安全安心が確保されないと

判断される危険性に対しては、最優先で必要な措置を実施する。 

耐震化 □耐震診断の結果、問題がないため不要。 

長寿命化 □計画的な予防保全措置による長寿命化を推進し、財政負担の平準化を進める。 

□建物の大規模修繕に係る費用を平準化するため、複数年にわたる調査・分析を

実施し、施設の利用状況も考慮した長寿命化工事を計画する。 

ユニバーサル

デザイン化 
□大規模改修、長寿命化改修、建替えの時期に合わせてユニバーサルデザイン化

の導入を行う。 

施 設 総 量 の

適正化 

□基本的に統廃合は難しいが、将来の人口減少による施設利用需要の変化や建物

の性能を適正に評価した上で、機能の複合化等を検討する。 

□旧ことばの教室を用途変更し、地域交流施設として令和 2 年度に改修を実施し

令和 3 年度より運用開始 

体制構築 □公共施設マネジメント推進会議の設立を視野に入れ、担当部署と施設管理者の

密な連携により維持管理を推進する。 
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5-5 衛生施設（不燃物処理場・ごみステーション） 

現状と課題 □不燃物処理場は、更新時期となっており、大規模修繕等を行う必要がある。ま

た、継続的に収支データを分析していく必要があります。 

□焼却炉は、休止しており今後も使用見込みがないため、取り壊しを検討する必

要があります。 

□ごみステーションは、施設に関する問題は特にないが、町内の南側にごみステ

ーションが少なく、配置バランスがやや不均一であるため、今後、地区別の人口

推移状況をふまえて配置を検討する必要があります。 

□分別の意識向上及び排出責任の明確化、ごみ排出量の公平負担を目的とした粗

大ごみ有料化に併せ、廃棄物の排出抑制、資源化のためのペットボトル等のリ

サイクルを推進する取組をしていますが、ごみの減量化は進んでいないのが現

状であり、更なるごみの減化、再資源化を推進する必要があります。 

  

点検診断等 □建物の法定点検（電気保安点検、消防設備点検等）を確実に実施する。 

□法定点検の対象外項目についても、12 条点検等に準拠した点検実施に関する基

準項目等を作り、統一的な基準のもとで施設管理者による点検を行う。 

□設備・機器のリストを作成し、維持・補修データを整備して各設備・機器の管理

基準（施設保全計画）を設定し、同基準に基づき点検・診断を実施する。 

維持管理等 □蓄積した点検結果をもとに、利用状況等調査に基づき、中長期的な計画を策定

の上、維持管理、修繕等を含む老朽化対策を実施する。 

□設備機器毎に事後保全と予防保全に分類し、点検・診断結果により修繕又は更

新等を実施する。 

安全確保 □点検等により、第三者、施設関係者の安全安心が確保されないと判断される危

険性に対して必要な措置を実施する。 

耐震化 □耐震対策を必要とする建物はないため不要。 

長寿命化 □計画的な予防保全措置による長寿命化を推進し、財政負担の平準化を進める。 

□建物の大規模修繕に係る費用や人件費を平準化するため、複数年にわたる調査・

分析を実施し、施設の利用状況も考慮した長寿命化工事を計画する。 

ユニバーサル

デザイン化 
□一般の方が利用する部分については、ユニバーサルデザイン化の導入を検討す

る。 

□ごみステーションは小規模であるため、当該構築物はユニバーサルデザイン化

を導入しないものとするが、案内板などについては導入を検討する。 

施 設 総 量 の

適正化 

□基本的に統廃合は難しいが、将来の人口減少による施設利用需要の変化や建物

の性能を適正に評価した上で、施設の適正規模について検討をする。 

体制構築 □公共施設マネジメント推進会議の設立を視野に入れ、担当部署と施設管理者の

密な連携により維持管理を推進する。 
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5-6 墓地 

現状と課題 □大野町に住所を有する者等が使用できる町管理の墓地として、全７９６区画あ

る。 

□施設の老朽化による維持管理方法や、今後、利用者が高齢化することをふまえ

た適正管理が課題となってくる。 

□墓地施設は、旧耐震基準であり、建て替え時期を迎えている。今後、建て替え、

民間、又は地域への移譲の検討を行う必要がある。 

□トイレについては、現在使用されていないため、撤去について検討する必要性

がある。ブロック塀は、平成 30 年度撤去済み（現在はメッシュフェンス）。 

  

点検診断等 □職員及び利用者の目視による安全点検を実施する。 

維持管理等 □蓄積した点検結果をもとに、利用状況等調査に基づき、中長期的な計画を策定

の上、維持管理、修繕等を含む老朽化対策を実施する。 

安全確保 □点検等により、第三者、施設関係者の安全安心が確保されないと判断される危

険性に対して必要な措置を実施する。 

耐震化 □旧耐震で未対策であるが、日常的な利用がないため、今後の利用状況と老朽化

の状況により必要性がある場合は対策を実施する。 

長寿命化 □予防保全措置による長寿命化を推進し、財政負担の平準化を進める。 

 

ユニバーサル

デザイン化 
□高齢化を見据えて、スロープ等の設置などの導入を検討する。 

施 設 総 量 の

適正化 

□基本的に統廃合は不可能であり、建て替え、又は地域への移譲等を含め検討を

する。 

体制構築 □公共施設マネジメント推進会議の設立を視野に入れ、担当部署と施設管理者の

密な連携により維持管理を推進する。 
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5-７ 農業施設 

現状と課題 □産地形成促進施設は、１９９５年に竣工しており建築後２５年が経過していま

す。 

□産地形成促進施設（ルート303）については、現在管理を委託しており、今後

継続的に収支データを分析し、その他維持費及び燃料・光熱水費を中心に検討

を行う必要がある。 

□各地区研修センターは全施設が竣工から２９年を超える施設となっています。 

□研修センターは、全ての施設が更新時期を迎えていますが、地元で一括管理し

ている施設であるため、今後、所有権について協議する必要がある。 

□バラ公園内育種施設は、２００４年に竣工しており建築後１６年が経過し、東

屋については、２０１１年に竣工し建築後９年が経過しています。 

□各施設とも安全面や利便性に影響を及ぼすことは無いものの、軽微な修繕が必

要な時期となっています。 

  

点検診断等 □建物の法定点検（電気保安点検、消防設備点検等）を確実に実施する。 

□法定点検の対象外項目についても、12 条点検等に準拠した点検実施に関する基

準項目等を作り、統一的な基準のもとで施設管理者による点検を行う。 

□設備・機器のリストを作成し、維持・補修データを整備して各設備・機器の管理

基準（施設保全計画）を設定し、この基準に基づき点検を実施する。 

維持管理等 □蓄積した点検結果をもとに、利用状況等調査に基づき、中長期的な計画を策定

の上、維持管理、修繕等を含む老朽化対策を講ずる。 

□研修センターは、地区の会所としての機能を有しているため、地元に管理して

頂く。 

安全確保 □点検等により利用者や第三者に被害が発生する恐れがあると判断された場合に

は、緊急的な措置を実施する。 

耐震化 □新耐震基準のため不要。 

長寿命化 □長寿命化対象施設の選別・大規模修繕の優先順位の設定を行う。 

□計画的な長寿命化工事を行う。 

ユニバーサル

デザイン化 
□大規模改修、長寿命化改修、建替えの時期と合わせ、ユニバーサルデザイン化の

導入の検討を行う。 

施 設 総 量 の

適正化 

□人口減少及び農業従事者減少傾向を考慮しつつ、更新、統廃合、または用途変更

も含めて更新の必要性を検討する。 

□民間への移譲、ＰＰＰ/ＰＦＩを検討する。 

□類似施設である「道の駅」が開設した。農業施設については、当該施設との機能

面の関連性に留意し、施設の再配置等を検討していく必要がある。 

体制構築 □公共施設マネジメント推進会議の設立を視野に入れ、担当部署と施設管理者の

密な連携により維持管理を推進する。 
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5-８ 産業施設 

現状と課題 □東海環状自動車道大野神戸 IC の開通に伴い、人・物・情報の流れが大きく変化

し、地域間交流の促進や工場立地などの新たな可能性が高まることが見込まれ

るなか、この契機を最大限に活用するため、IC 周辺に地域活性化の核となる道

の駅「パレットピアおおの」を整備しました。 

□道の駅「パレットピアおおの」は、指定管理者制度を導入して運営しているが、

運営に要するコストをふまえた長期的な運営計画を策定する必要があります。 

  

点検診断等 □建物の法定点検（電気保安点検、消防設備点検等）を確実に実施する。 

□法定点検の対象外項目についても、12 条点検等に準拠した点検実施に関する基

準項目等を作り、統一的な基準のもとで施設管理者による点検を行う。 

□設備・機器のリストを作成し、維持・補修データを整備して各設備・機器の管理

基準（施設保全計画）を設定し、この基準に基づき点検を実施する。 

維持管理等 □蓄積した点検結果をもとに、利用状況等調査に基づく中長期的な計画を策定し、

維持管理、修繕等を含む老朽化対策を講ずる。 

安全確保 □点検等により利用者や第三者に被害が発生する恐れがあると判断された場合に

は、緊急的な措置を実施する。 

耐震化 □新耐震基準のため不要。 

長寿命化 □計画的な予防保全措置による長寿命化を推進し、財政負担の平準化を進める。 

ユニバーサル

デザイン化 
□すでにユニバーサルデザイン化の導入は完了している。 

施 設 総 量 の

適正化 

□民間への移譲、ＰＰＰ/ＰＦＩを検討する。 

□子育て支援施設や防災拠点を兼ねた複合施設である。農業施設については当該

施設との機能面の関連性に留意し、施設の再配置等を検討していく必要がある。 

 

体制構築 □公共施設マネジメント推進会議の設立を視野に入れ、担当部署と施設管理者の

密な連携により維持管理を推進する。 
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5-9 公園施設 

現状と課題 □長寿命化に関する計画がないため、その都度補修工事や施設更新をしています。 

□利用者ニーズの多様化による公園利用者の減少、遊具や施設の老朽化による安

全管理や維持管理にかかる経費の増大が課題となっています。 

  

点検診断等 □遊具の定期点検を引き続き確実に実施するとともに、それ以外の点検について

も定期的に実施する。 

□点検・補修履歴の管理・蓄積に関する仕組みを作り、蓄積したデータを施設の保

全に活用する。 

維持管理等 □公園施設の長寿命化について検討し、各施設の管理区分（予防保全型・予測保全

型・事後保全型）に従って、計画的な補修工事や更新を行い、施設の安全確保と

長寿命化を図る。 

安全確保 □日常点検・定期点検を引き続き実施し、損傷が見つかった場合は速やかに対策

を行う。 

耐震化 □新耐震基準のため不要。 

長寿命化 □公園施設の長寿命化について検討し、各施設の管理区分（予防保全型・予測保全

型・事後保全型）に従って、計画的な補修工事や更新を行い、施設の安全確保と

長寿命化を図る。 

ユニバーサル

デザイン化 
□改修等に合わせて、ユニバーサルデザイン化の導入を検討する。 

施 設 総 量 の

適正化 

□地域に密着する施設が多いため、地元への管理移管・移譲等も検討する。 

体制構築 □公共施設マネジメント推進会議の設立を視野に入れ、担当部署と施設管理者の

密な連携により維持管理を推進する。 
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5-10 公営住宅 

現状と課題 □公営住宅として、町営住宅及び特定公共賃貸住宅が計４箇所設置されています。 

□中之元北団地以外全ての施設が旧耐震基準による建築であり、大規模修繕・建

て替え時期を迎えています。 

□町営住宅では、新規の入居を認めていませんが、入居者の高齢化、住宅の廃止又

は建て替えが課題となっています。 

□特定公共賃貸住宅については、町の人口が減少傾向にあるなか供給過多の状態

が続いています。入居率も５０％程度が続いており、入居率アップが課題とな

っています。 

  

点検診断等 □現在実施している法定点検（12 条点検）、定期パトロール等を、今後も確実に

実施する。 

□点検・補修履歴の管理・蓄積に関するデータ管理方法の改善に取り組み、施設保

全に活用する。 

維持管理等 □優先順位を設定し、計画的な修繕・更新を行う。 

□将来的な環境変化に合わせた修繕・更新計画の見直しを行い、民間活力の活用

等により更新費の抑制方策を検討する。 

安全確保 □竣工時期に応じて外壁打診調査を実施し、調査結果に基づき部分補修、又は全

面改修を行う。 

□竣工時期に応じてベランダ、廊下の手すり改修等を行う。 

耐震化 □各施設は耐震基準を満たしているが、老朽化と利用状況を鑑み、耐震性能が低

い住宅については、統廃合を含めて検討する。 

長寿命化 □長寿命化対象住宅の選別・大規模修繕の優先順位の設定を行う。 

□計画的な長寿命化工事を行う。 

ユニバーサル

デザイン化 
□改修時にユニバーサルデザイン化の導入の検討を行う。 

施 設 総 量 の

適正化 

□将来的な人口減少等の環境変化に合わせた統合や廃止を検討し、対象となる住

宅の候補を選別する。 

□検討に当たっては、地域毎の需給バランス等に配慮し、利用料の見直しも視野

に入れ支出の改善を図りつつ、必要に応じて統廃合を検討する。 

体制構築 □公共施設マネジメント推進会議の設立を視野に入れ、担当部署と施設管理者の

密な連携により維持管理を推進する。 
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5-11 学校施設 

現状と課題 □建物の全体の半数以上は築年数が 30 年以上で、老朽化が進んでいます。 

□教育環境の維持をしていくために、学校施設のトイレの洋式化や普通教室の空

調設備整備、ICT 機器の拡充に取り組んできました。 

□校舎及び体育館については、新耐震基準による大規模耐震化工事を実施したた

め、施設構造に対する問題はありません。 

□施設管理者の専門知識・技術の向上を図りつつ、点検結果や補修履歴等を適切

に管理・活用する必要があります。 

  

点検診断等 □現在実施している法定点検（12 条点検）等を、今後も確実に実施する。 

□施設管理者向けの技術研修の実施や相談窓口の設置等により、施設管理者への

技術的支援を行う。 

□点検・補修履歴の管理・蓄積に関する仕組みを作り、蓄積したデータを施設の保

全に活用する。 

□施設管理者の点検結果を集約・分析し、必要に応じて専門技術を要する外部機

関による２次点検を行う。 

維持管理等 □建て替えだけでなく、大規模修繕を含めた中長期計画を策定する。 

□更新の優先順位を判断する基準等を作り、学校全体の計画的な保全・更新等に

取り組む。 

□避難所としての性能確保の観点から、体育館の和式トイレの洋式化を検討して

いる。 

□児童・生徒の熱中症予防等の観点から、空調設備は令和３年６月までに全ての

部屋に設置を完了しました。 

安全確保 □防犯・防災・事故防止等の観点から利用が見込めない建物を整理し、必要に応じ

て減築を検討する。 

耐震化 □新耐震基準に則して耐震対策実施済みのため不要。 

長寿命化 □建物の構造に応じた目標使用年数を決め、各部位の耐用年数を考慮した計画的

な保全の実施により長寿命化を図る。 

ユニバーサル

デザイン化 
□文科省策定の「学校施設バリアフリー化推進指針」に基づき、学校施設のバリア

フリー化を進める。 

施 設 総 量 の

適正化 

□将来的には、児童・生徒数の減少を踏まえ、学校内での建物の集約化や減築等、

校内の施設規模の適正化を検討する。 

 

体制構築 □公共施設マネジメント推進会議の設立を視野に入れ、担当部署と施設管理者の

密な連携により維持管理を推進する。 

□職員のスキルアップを目的として、有識者を交えた会議等の場で技術的支援・

指導を受ける機会の設定等を検討する。 

□教育委員会事務局内に老朽化対策の担当部門を設置することを検討する。 
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5-12 社会教育施設 

現状と課題 □総合町民センターは指定管理制度を活用し、民間事業者のノウハウを活用しな

がら運営を行っていますが、設置から２５年が経過し、今後多額な改修費用が

見込まれています。今後は、人口の推移等を見極めたうえで施設の統廃合も含

めた検討が必要です。 

□中央公民館は設置から５０年以上が経過し、老朽化が深刻な課題となっていま

す。また、各地区公民館も２５年以上経過し、それぞれ老朽化が目立ってきまし

た。 

□体育館、武道館は設置から４０年以上が経過、運動公園のレインボースタジア

ムは２５年が経過し、損耗や老朽化が深刻です。利用者の多彩な需要に応える

ため、施設の維持管理における運営方法の効率化、照明のＬＥＤ化による省コ

スト化、新設等について柔軟に検討する必要があります。 

□民俗資料館は旧耐震基準であるため、今後は民俗資料専用の収蔵庫として維持

する見込みです。 

□旧北岡田家住宅も建築後相当年が経過（主屋は大正 5 年建築）していますが、

令和２年度に防災設備の整備、主屋の耐震補強が完了したため、躯体に対する

問題はありません。 

  

点検診断等 □建物の法定点検（電気保安点検、消防設備点検等）を引き続き確実に実施する。 

□総合町民センターは 12 条点検に基づき、それ以外の施設についても 12 条点

検に準拠した施設点検を実施する。 

□法定点検の対象外施設についても、点検実施に関する基準項目等を作り、統一

的な基準のもとで施設管理者による点検を行う。 

維持管理等 □蓄積した点検結果をもとに、利用状況等調査に基づき、中長期的な計画を策定

の上、維持管理、修繕等を含む老朽化対策を実施する。 

安全確保 □点検等により、利用者、施設関係者の安全安心が確保されないと判断される危

険性に対しては、最優先で必要な措置を実施する。 

耐震化 □いずれの施設も、新耐震基準であるか、耐震診断の結果問題ない、又は耐震対策

実施済みのため不要。 

□民俗資料館は旧耐震基準であるが、耐震補強工事は、今後も実施しない方針と

する。 

□旧北岡田家住宅は、主屋以外の建物について修繕・整備の機会に耐震化を併せ

て実施する。 

長寿命化 □計画的な予防保全措置による長寿命化を推進し、財政負担の平準化を進める。 

□建物の大規模修繕に係る費用を平準化するため、複数年にわたる調査・分析を

実施し、施設の利用状況も考慮した長寿命化工事を計画する。 

ユニバーサル

デザイン化 
□必要な施設については、改修時期と合わせてユニバーサルデザイン化の導入を

検討する。 

施 設 総 量 の

適正化 

□将来人口の減少による施設利用需要の変化や建物の性能を適正に評価した上

で、機能の複合化等の検討をする。 

□民俗資料館は、建物の文化遺産としての価値を考慮したうえで、取壊し、又は保

存を検討する。 

□体育館、武道館は複合化し、新たに町民体育館として建替えを行う。 

体制構築 □公共施設マネジメント推進会議の設立を視野に入れ、担当部署と施設管理者の

密な連携により維持管理を推進する。 
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5-13 排水施設 

現状と課題 □本町は、揖斐川と根尾川に挟まれており、南部地域においては、古くから豪雨に

よる災害を受けている地域のため、平成２２年度にその対策として、下座倉排

水機場が設置されました。 

□近年、激甚化・頻発化する気象災害により、地元住民はその排水能力に限界を感

じているとの声があります。 

□神戸町等と連携し効率的な運用を行っています。 

  

点検診断等 □建物の法定点検（電気保安点検、消防設備点検等）を確実に実施する。 

□法定点検の対象外項目についても、12 条点検等に準拠した点検実施に関する基

準項目等を作り、統一的な基準のもとで施設管理者による点検を行う。 

維持管理等 □蓄積した点検結果をもとに、必要な対策を実施する。 

安全確保 □点検等により、施設関係者の安全安心が確保されないと判断される危険性に対

しては、最優先で必要な措置を実施する。 

耐震化 □新耐震基準のため不要。 

長寿命化 □排水ポンプなどの設備を含めた計画的な予防保全措置による長寿命化を推進

し、財政負担の平準化を進める。 

 

ユニバーサル

デザイン化 
□一般利用対象ではないため、ユニバーサルデザイン化の導入は検討しない。 

施 設 総 量 の

適正化 

□統廃合はできないため、適正な施設機能を維持する。 

体制構築 □公共施設マネジメント推進会議の設立を視野に入れ、担当部署と施設管理者の

密な連携により維持管理を推進する。 

□神戸町等と連携し継続的に収支データを分析し、光熱水費を中心に検証する。 
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5-14 インフラ施設 

(1) 道路 

現状と課題 □道路は、日常生活、社会経済活動を支えるとともに、災害時には避難路や物資輸

送路などの防災機能をも果たす基幹的交通施設であり、恒常的な機能維持が求

められる。 

□橋梁、トンネルなどの道路施設についても、道路としての機能を維持するため

に、施設の状態を的確に把握診断し、適切な対策を行って重大な損傷の発生を

防止するとともに、長寿命化の対策が必要である。 

  

点検診断等 □点検義務の対象となる橋梁、トンネル、大型標識等については、岐阜県が策定し

た基準等に基づき、５年に１回の頻度で、近接目視により点検を行い、共通の統

一的な基準で健全性の診断結果を分類する。 

□道路舗装、吹付け法面など上記以外の施設についても、基準等に基づき定期的

に点検を行い健全度を診断する。 

維持管理等 □道路施設に関する長寿命化修繕計画の策定が必要。 

□長寿命化修繕計画に基づき計画的かつ効率的な道路施設の保全・更新が必要。 

 

安全確保 □トンネル等点検等の義務化対象施設はもとより、道路舗装、吹付け法面などの

施設についても定期点検を行う。 

耐震化 □地震発生時においても地震動による損傷が限定的なものに留まり、橋としての

機能の回復が速やかに行い得る状態が確保されるよう耐震補強を推進する。 

長寿命化 □定期点検を実施する全ての施設に対して修繕計画（長寿命化計画）を策定し、計

画的かつ効率的に道路施設を保全・更新する。 

□建設時の完成図、定期点検、補修等の記録を一元的に管理、蓄積し、常時、最新

の記録を参照できるようにする。 

□点検結果や補修履歴などから損傷原因を分析し、長寿命化対策を立案・実施す

る。 

ユニバーサル

デザイン化 
□道路改良に合わせてユニバーサルデザイン化の導入を検討する。 

施 設 総 量 の

適正化 

□供用を廃止した施設については、安全確保の観点から撤去を推進する。 

体制構築 □担当者会議や研修を引き続き実施し、さらなる情報共有や知識・技術のレベル

アップを図る。 
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(2) 橋梁 

現状と課題 □15ｍ以上の重要橋梁については、長寿命化修繕計画を策定済み。 

□2ｍ～15ｍの橋梁については、診断が完了しているものの長寿命化計画は未策

定である。 

□重要橋梁に準じた長寿命化の検討が必要である。 

  

点検診断等 □点検等の義務化の対象となる重要橋梁については、国が策定した基準等に基づ

き、５年に１回の頻度で、近接目視により点検を行い、共通の統一的な基準で健

全性の診断結果を分類する。 

□15ｍ未満の橋梁についても、重要橋梁の基準に準じた点検を実施し、健全性の

診断結果を分類する。 

維持管理等 □既に策定済みの「橋梁長寿命化修繕計画」を活かしつつ、定期的に点検する全て

の施設を対象に修繕計画（長寿命化計画）を策定し、計画的かつ効率的に道路施

設を保全・更新する。 

□2ｍ以上の全ての橋梁について定期点検を行う。また、定期点検を実施する全て

を橋梁に修繕計画（長寿命化計画）を策定し、計画的かつ効率的に橋梁を保全・

更新する。 

安全確保 □点検等により、通行者の安全安心が確保されないと判断される危険性に対して

は、最優先で必要な措置を実施する。 

耐震化 □未実施の橋梁に対して優先順位の評価を行い、耐震補強を推進する。 

長寿命化 □2ｍ以上の全ての橋梁について定期点検を行う。また、定期点検を実施する全て

の橋梁を対象に修繕計画（長寿命化計画）を策定し、計画的かつ効率的に橋梁を

保全・更新する。 

□建設時の竣工図、定期点検記録等を一元管理・蓄積し、常時、最新の記録を参照

できるようにする。 

□点検結果や補修履歴等から損傷原因を分析し、長寿命化対策を立案・実施する。 

ユニバーサル

デザイン化 
□橋梁改良、架け替え工事に合わせてユニバーサルデザイン化の導入を検討する。 

施 設 総 量 の

適正化 

□供用を廃止した施設については、安全確保の観点から撤去を推進する。 

体制構築 □現在実施している担当者会議や研修を引き続き実施し、さらなる情報共有や知

識・技術のレベルアップを図る。 
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5-15 水道施設 

現状と課題 □法定点検や定期点検等により現状を把握しているが、引き続き、設備・施設の老

朽劣化度を適切に把握するとともに、これに即した適切な更新時期の判定が必

要である。 

  

点検診断等 □現在実施している法定点検や定期点検等を、今後も確実に実施する。 

□設備及び管路については、点検・修繕・故障等の履歴を蓄積・管理し、蓄積した

データを施設の保全に活用しており、今後も引き続き実施する。 

維持管理等 □設備及び管路については、計画的な修繕による長寿命化を図るとともに、更新

計画に基づき更新を実施し、有収率の早期改善に努める。 

□土木構造物（水道施設のうち、建物、機械、設備、管路等を除く設備）について

は、耐震補強工事の際に併せて長寿命化対策を実施している。今後も、長寿命化

対策を実施して施設の健全化に努め、予防保全型の更新を実施する。 

□建物については、適宜、修繕を実施し、長寿命化対策を実施している。今後も長

寿命化対策を実施し、施設の健全化に努め、予防保全型の更新を実施する。 

安全確保 □設備及び管路については、点検・修繕・故障等の履歴を蓄積・管理し、蓄積した

データを施設の保全に活用しており、今後も引き続き実施する。 

□土木構造物及び建物については、定期的な点検等により安全確保に努めるとと

もに、未利用施設の除却を進めており、今後も引き続き実施する。 

耐震化 □主要施設及び管路については、更新に併せて耐震化を実施しており、今後も引

き続き耐震診断や必要に応じて耐震補強を実施する。また、管路の耐震化・ルー

プ化を実施する。 

□土木構造物については、耐震補強計画を策定し、計画的に耐震補強工事を実施

しており、今後も引き続き実施する。 

□建物については、上水道第 4 水源地は新耐震基準である。上水道第 2 水源地は

耐震診断の結果をもとに、必要に応じて耐震補強を検討する。上水道第 3・第 5

水源地については耐震対策を必要とする建物はない。 

□耐震診断の結果から、配水池及び電気室の耐震補強は不要である。 

長寿命化 □設備及び管路については、計画的な修繕による長寿命化を図っており、今後も

引き続き実施する。 

□土木構造物については、耐震補強工事の際に併せて長寿命化対策を実施してお

り、今後も引き続き実施する。 

□建物については、適宜、修繕を実施し長寿命化対策を実施しており、今後も引き

続き実施する。 

ユニバーサル

デザイン化 
□ユニバーサルデザイン化は対象外とする。 

施 設 総 量 の

適正化 

□将来の水需要を見据え、ダウンサイジングを考慮した効率的な施設の更新を実

施する。 

□主要施設の更新計画を検討する。 

体制構築 □全庁的な推進会議に参加するなど他部局との情報交換・連携等を図り、施設管

理者への支援強化に努める。 

□必要な財源及び人員の確保、職員の技術力の向上など必要な体制構築に努める。 
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5-16 普通財産施設 

現状と課題 □旧学校給食センターは平成 30 年 4 月１日より５年間、民間企業に貸し出すこ

とを決定した。契約から５年後も、引き続き貸し出しすることを検討する。 

□町有施設の老朽化に伴い、機能を廃止する施設が増えることが想定されるため、

普通財産の管理について検討が必要である。 

  

点検診断等 □借主により行われることとなっているが、施設管理者と連携をとり、維持管理

を推進する。 

維持管理等 □借主により行われることとなっているが、施設管理者と連携をとり、維持管理

を推進する。 

安全確保 □借主により行われることとなっているが、施設管理者と連携をとり、維持管理

を推進する。 

耐震化 □普通財産施設は、「新耐震基準、耐震診断の結果に問題がない、又は耐震対策

実施済み」のいずれかに該当するため、耐震化不要である。 

長寿命化 □借主により行われることとなっているが、施設管理者と連携をとり、計画的な

予防保全措置による長寿命化を推進する。 

ユニバーサル

デザイン化 
□借主により行われることとなっているが、施設管理者と連携をとり、維持管理

を推進する。 

施 設 総 量 の

適正化 

□借主による管理を実施している。 

 

体制構築 □施設を保有していた担当部署と企業との連携により、維持管理を推進する。 

□旧学校給食センターは民間企業への貸し出しの継続、または売却を検討する。 
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第６章 公共施設（建物）の個別方針 

6-1 公共施設（建物）の評価手法 

 各公共施設（建物）の今後の維持管理方針（長寿命化・建て替え・統廃合等）を決定するため、

公共施設マネジメント白書にて分析した結果に基づく客観的な評価（一次評価）を行いました。

さらにその結果に対する二次評価として、民間や地元との連携（移譲・委託等）が可能か、周辺

市町との連携（施設利用の広域化）、既存施設を相互に有効活用できるか（複合化・統廃合）、ま

た、既存の建物を長く上手に使っていく必要があるか、等の観点で評価を行い、施設毎の基本的

な維持・管理・運営方針を定めました。 

 

公共施設類型毎の維持管理方針策定の流れ 

 
一次評価（客観的な評価） 

 

マトリクス分析 

■公共施設マネジメント白書における分析結 

果から老朽化度・利用度スコアを決定 

■類型別に各公共施設のスコアを 4 象限マト 

リクス（散布図）にプロットする 

■プロット結果に応じた基本方針を導出する 

二次評価（施設利用計画・特性を考慮） 

■町の公共施設利用に係る方針や施設固有の特性を考慮する 

■民間や地元との連携の可能性を踏まえて方針を決定 

 
 

維持・管理・運営方針の決定 

地理的状況の検討 

■老朽化への対処の緊急性が高い施設の配置 

を把握する 

■各施設の利用用途・頻度等を考慮しつつ、 

施設複合化等の可能性を検討し、マトリク 

ス分析結果の補足データとする 



 

- 72 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一次評価 – マトリクス分析の概要 

■各施設類型に含まれる施設について、「老朽化度」と「利用度」について指標化し、散布図

（4 象限マトリクス）で表します。 

■その結果に基づき、各施設について「現状維持」「収支・機能改善」「建て替え」「統廃合」

から適切な維持管理の検討方針についての【方向性】を判定します。 

 

指標 指標値算定基準 

利用度 施設の配置、利用人口推計を考慮した利用頻度、コスト状況 

老朽化度 耐用年数に対する経過年数 

 

 
 

象限 利用度 老朽化度 検討方針 方向性（主な検討事項） 

１ 高い 新しい 現状維持 健全な状態を継続した運用方針の検討 

2 低い 新しい 収支・機能改善 収支改善・機能見直しの検討 

3 高い 老朽化 建て替え 長寿命化・建て替えの検討 

4 低い 老朽化 統廃合 統廃合・用途複合化の検討 

 

老朽化度 

利
用

度
 

老朽化 新しい 

良い 

悪い 

2 

１ 

4 

3 

収支・機能改善    統廃合 

 
 

 

 

 

 

 

 

現状維持         建て替え 
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一次評価 – 地理的状況の検討 

■公共施設の類型別に分類して地図上に公共施設の位置をプロットし、それぞれの老朽化度

等を考慮して、二次評価の参考データとして下記を検討します。 

 

 ・施設過密/過疎状態 

 ・同類系施設との距離 

 ・統合/複合化候補 

 ・地区別老朽化傾向 

・廃止可能性 

二次評価 

■一次評価の結果に加え、各施設の特性を踏まえ下記のような観点で検討して考察を加え、維

持・管理・運営の【方針】として導出します。 

評価の観点 判断基準 方 針 

民間連携 
民間企業への移管は可能か 民間移譲 

民間施設の利用は可能か 民間委託 

地元連携 地区住民に移管（移譲）が可能か 地区住民移管（移譲） 

広域連携 周辺市町と連携可能か 広域化 

既存施設の 

相互有効活用 

他分類施設と 

機能の重複があるか 

廃止（機能移転） 

or 複合化 

同分類施設と統廃合可能か 統廃合 

既存施設の 

長期利用 

現行の建物で 

公共サービスを維持 

する必要性があるか 

老朽化度の深

刻さに応じた

方針 

長寿命化 

大規模修繕 

利用度の改善 

のための方針※ 

収支分析（改善） 

機能分析（改善） 

利用分析 

課題が軽微 現状維持 

特殊 
上記に該当せず 

単独建て替えが必要か 

建て替え 

（単独での建て替え） 

※「利用度の改善のための方針」は、公共施設の現状に応じて下記のように分類します。 

  収支分析（改善）：維持・管理・運営費用の継続的な分析や、改善策の検討が主な課題 

  機能分析（改善）：規模や設備等を活用した、より適切な施設利用の検討が主な課題 

利用分析：比較的新しい施設であり、利用実態や利用形態について継続的な分析が必要 

なお、現時点で把握する収支・機能の課題がやや大きく現状からの改善が必要と思われる施設のみ「（改

善）」と記述しています。 
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6-2 一次評価 

 前記の手法により、各公共施設を評価するための「老朽化度」及び「利用度」のスコアを下記

の通り算出しました。またこれを元に一次評価として施設類型毎に散布図（4 象限マトリクス）

を作成しました。 

 

 

  

老朽化度及び利用率の算出方法 

■老朽化度（建物の老朽化による施設の性能を示す） 

・各公共施設の耐用年数に対する建設時からの経過年数の比率を算出し、 

建設直後が「1」 ～ 耐用年数を超えた場合に「３」 

 となるように換算して老朽化度のスコアとしました。 

 （算出例） 

建物が単体の場合：総合町民センター  

           

        ＝ 0.52  ⇒  0.52 × 2 ＋ 1 ＝ 2.0 

 

・施設内に複数の建物が含まれる場合は、建物毎の老朽化度を算出した後に延床面

積で按分して、当該公共施設の「老朽化度」としました。 

 

■利用度（施設が有効かつ適切に維持・管理・運営されているかを示す） 

・各施設の利用状況について、「利用頻度」、「維持管理コスト」、「配置の状況」に

ついて、 

良好であれば「1」 ～ 深刻な課題を抱える場合に「3」 

として、それぞれ３段階に点数化しました。 

・各点数を平均して、当該公共施設の「利用度」としました。 

 

いずれのスコアについても、各施設の課題が深刻である場合に大きな値とすること

で、マトリクス分析において優先的に対応する必要のある施設を把握しやすく、 

今後の個別計画策定の優先順位の検討等に活用できるようになっています。 

（経過年数）2６年 

（耐用年数）50 年 

変 数 換算式 老朽化度 
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老朽

化度

庁舎 大野町役場 39/70 2.1 1 1 1 1

消防 消防第1分団車庫 27/34 2.6 2 1 1 1.3

消防 消防第2分団車庫 26/34 2.5 2 1 1 1.3

消防 消防第3分団車庫 32/34 2.9 2 2 1 1.7

消防 消防第4分団車庫 23/34 2.4 2 1 1 1.3

消防 消防第5分団コミュニティー消防センター 23/34 2.4 2 2 1 1.7

消防 消防第6分団車庫 31/34 2.8 2 1 1 1.3

児童福祉 西こども園 43/47 2.8 1 2 2 1.7

児童福祉 南こども園 42/47 2.8 2 2 1 1.7

児童福祉 旧ことばの教室 24/47 2.8 1 2 2 1.7

児童福祉 幼児療育センターなないろ 7/38 1.4 2 2 2 2

児童福祉 子育てはうす　ぱすてる 2/22 1.2 1 1 1 1

保健・福祉 保健センター 24/47 2 2 2 2 2

保健・福祉 福祉センター 39/47 2.7 2 2 2 2

衛生 不燃物処理場 29/34 2.7 1 2 2 1.7

衛生 ごみｽﾃｰｼｮﾝ（寺内） 13/34 1.8 2 2 1 1.7

衛生 ごみｽﾃｰｼｮﾝ（松山） 17/34 2 2 2 1 1.7

衛生 ごみｽﾃｰｼｮﾝ（下座倉） 18/34 2.1 2 2 1 1.7

衛生 ごみｽﾃｰｼｮﾝ（郡家） 14/34 1.8 2 2 1 1.7

衛生 ごみｽﾃｰｼｮﾝ（宝来） 19/34 2.1 2 2 1 1.7

衛生 ごみｽﾃｰｼｮﾝ（黒野中区） 19/34 2.1 2 2 3 2.3

衛生 ごみｽﾃｰｼｮﾝ（黒野東区） 14/34 1.8 2 2 1 1.7

衛生 ごみｽﾃｰｼｮﾝ（瀬古） 17/34 2 2 2 1 1.7

衛生 ごみｽﾃｰｼｮﾝ（西方） 18/34 2.1 2 2 1 1.7

衛生 ごみｽﾃｰｼｮﾝ（大野1区） 15/34 1.9 2 2 1 1.7

衛生 ごみｽﾃｰｼｮﾝ（大野2区） 15/34 1.9 2 2 1 1.7

衛生 ごみｽﾃｰｼｮﾝ（大野3区） 20/34 2.2 2 2 1 1.7

衛生 ごみｽﾃｰｼｮﾝ（南方） 20/34 2.2 2 2 1 1.7

衛生 ごみｽﾃｰｼｮﾝ（みどりニュータウン） 12/34 1.7 2 2 1 1.7

衛生 ごみｽﾃｰｼｮﾝ（五之里） 12/34 1.7 2 2 1 1.7

衛生 ごみｽﾃｰｼｮﾝ（牛洞） 9/34 1.5 2 2 1 1.7

衛生 ごみｽﾃｰｼｮﾝ（黒野北区） 21/34 2.2 2 2 1 1.7

水道 配水池 47/50 2.9 2 2 2 2

水道 上水道第２水源地 49/50 3 2 2 2 2

水道 上水道第３水源地 28/50 2.1 2 2 2 2

水道 上水道第４水源地 21/50 1.8 2 2 2 2

水道 上水道第５水源地 13/50 1.5 2 2 2 2

墓地 西霊園 44/38 3 1 2 2 1.7

利用度施設類型 施設名
経過年数/

耐用年数※
利用頻度 コスト 配置状況
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老朽

化度

農業 公郷転作定着化研修センター 35/41 2.7 2 2 2 2

農業 黒野西転作定着化研修センター 29/41 2.4 2 2 2 2

農業 松山転作定着化研修センター 30/41 2.5 2 2 2 2

農業 寺内転作定着化研修センター 31/41 2.5 2 2 2 2

農業 島部転作促進技術研修センター 37/41 2.8 2 2 2 2

農業 産地形成促進施設(ﾙｰﾄ303) 25/41 2.2 2 2 2 2

農業 バラ公園内育種施設、展示・直売所・研修室（バラ公園内） 16/34 1.9 2 2 2 2

農業 東屋(絆の森) 9/34 1.5 2 2 2 2

産業 道の駅　地域振興施設 2/41 1.1 1 1 1 1

産業 道の駅　トイレ・情報館 2/34 1.1 1 1 1 1

産業 道の駅　屋根付回廊 2/41 1.1 1 1 1 1

公園 木振ふれあい公園 21/34 2.2 3 2 2 2.3

公園 やまびこ公園 7/34 1.4 3 2 2 2.3

公園 松山水辺公園 14/34 1.8 2 2 2 2

公園 バラ公園 7/38 1.4 2 2 2 2

公園 下方住吉灯明台公園 14/34 1.8 2 2 2 2

公園 大野バスセンター 13/41 1.6 1 2 2 1.7

公園 桜大門ふれあい広場 21/38 2.1 2 2 2 2

公園 黒野ふれあい広場 28/34 2.6 3 2 3 2.7

公園 条里公園 8/34 1.5 3 2 3 2.7

公園 うぐいす公園 8/34 1.5 3 2 2 2.3

公園 黒野駅レールパーク 8/41 1.4 1 2 3 2

公園 松山ふれあい公園 14/34 1.8 2 2 2 2

公園 上秋ふれあい広場 25/34 2.5 3 2 2 2.3

公営住宅 町営住宅稲富団地 57/38 3 2 2 2 2

公営住宅 町営住宅上秋団地 43/47 2.8 2 3 2 2.3

公営住宅 町営住宅中之元北団地 16/47 1.7 2 2 2 2

公営住宅 町営住宅中之元南団地 58/38 3 2 2 2 2

排水 下座倉排水機場 11/38 1.6 2 3 2 2.3

小学校 大野小学校 57/47 3 2 3 2 2.3

小学校 北小学校 42/47 2.8 2 2 2 2

小学校 西小学校 48/47 3 2 3 2 2.3

小学校 中小学校 47/47 3 2 3 2 2.3

小学校 南小学校 34/47 2.4 2 2 2 2

小学校 東小学校 38/47 2.6 2 2 2 2

中学校 大野中学校 39/47 2.7 2 2 2 2

中学校 揖東中学校 37/47 2.6 2 2 2 2

配置状況 利用度施設類型 施設名
経過年数/

耐用年数※
利用頻度 コスト
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※経過年数及び耐用年数については、各施設に含まれる代表的な建物（延床面積が最も大きい）

建物の値を記述しています。老朽化度については全ての建物を含めた値となっています。 

 

  

老朽

化度

社会教育 総合町民センター（図書館併設） 26/50 2 3 3 2 2.7

社会教育 中央公民館 53/47 3 1 2 2 1.7

社会教育 武道館 43/47 2.8 3 2 2 2.3

社会教育 体育館 47/38 3 1 2 2 1.7

社会教育 民俗資料館 48/41 3 3 2 2 2.3

社会教育 旧北岡田家住宅 98/38 3 2 2 2 2

社会教育 旧宿泊研修所 47/47 3 3 2 3 2.7

社会教育 東運動場 28/50 2.1 2 2 3 2.3

社会教育 運動公園（レインボースタジアム、事業所施設） 21/47 1.9 2 2 3 2.3

社会教育 第１公民館 27/47 2.1 2 2 2 2

社会教育 豊木地区農業構造改善センター（第２） 33/47 2.4 2 2 2 2

社会教育 富秋地区農業構造改善センター（第３） 31/47 2.3 2 2 2 2

社会教育 西郡地区農村集落多目的施設（第４） 32/50 2.3 2 2 2 2

社会教育 鶯地区農村集落多目的施設(第５） 31/50 2.2 3 2 2 2.3

社会教育 川合地区農村集落多目的施設（第６） 35/50 2.4 2 3 2 2.3

社会教育 埋蔵文化財センター 23/41 1.7 2 2 2 2

普通財産 旧学校給食センター 31/38 2.7 2 2 2 2

施設類型 施設名
経過年数/

耐用年数※
利用頻度 コスト 配置状況 利用度

庁舎施設 

 

老朽化 新しい 

良い 

悪い 
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消防施設 

 

児童福祉施設 

 

老朽化 新しい 

良い 

悪い 

老朽化 新しい 

良い 

悪い 
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保健・福祉施設 

 

衛生施設 

 

老朽化 新しい 

良い 

悪い 

老朽化 新しい 

良い 

悪い 

保健センター

福祉センター

1

1.5

2

2.5

3

1 1.5 2 2.5 3

保健福祉施設
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墓地 

 

農業施設 

 

老朽化 新しい 

良い 

悪い 

老朽化 新しい 

良い 

悪い 
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産業施設 

 

公園 

 

老朽化 新しい 

良い 

悪い 

老朽化 新しい 

良い 

悪い 
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公営住宅 

 

小学校 

 

老朽化 新しい 

良い 

悪い 

老朽化 新しい 

良い 

悪い 



 

- 83 - 

 

 

中学校 

 

社会教育施設（公民館等） 

 

老朽化 新しい 

良い 

悪い 

老朽化 新しい 

良い 

悪い 

大野中学校

揖東中学校

1

1.5

2

2.5

3

1 1.5 2 2.5 3

中学校
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排水機場 

 

水道施設 

 

老朽化 新しい 

良い 

悪い 

老朽化 新しい 

良い 

悪い 
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普通財産施設 

 

老朽化 新しい 

良い 

悪い 
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6-3 二次評価 

 公共施設（建物）の二次評価結果を類型別に示しました。現時点で、各施設の今後のあり方と

して複数の選択が考えられる場合は複数の方針を列挙しています。その際は、第 4 章で示した基

本方針に基づいて優先的に検討するものから順に「二次評価（方針）」の欄に記述しています。 

また、一次評価結果（方向性）を併記し、今後の個別管理計画策定時に客観的に見た方向性を

踏まえた適切な検討のための資料として整理しました。 

 

 

 

庁舎施設 

一次評価 建て替え 

 

二次評価 ■単独設置型施設であり、行政運営上必須である「必要性」と

「用途の特殊性」を考慮します。また、建物の点検結果に基づ

いて長寿命化を検討します。 

■電灯の LED 化や空調の更新による光熱費の改善等、今後の大

規模修繕に備えたコスト削減などを継続します。 

 

名称 一次評価（方向性） 二次評価（方針） 

大野町役場 建て替え 長寿命化 

 

消防施設 

一次評価 建て替え 

 

二次評価 ■各地区に均等に配置しており、いずれの施設も防火上の「必要

性」が高いことから、経過年数に応じて、建て替えを段階的に

検討します。 

 

名称 一次評価（方向性） 二次評価（方針） 

消防第 1 分団車庫 建て替え 建て替え 

消防第 2 分団車庫 建て替え 建て替え 

消防第 3 分団車庫 建て替え 建て替え 

消防第 4 分団車庫 建て替え 建て替え 

消防第 5 分団コミュニティー消防

センター 
建て替え 建て替え 

消防第 6 分団車庫 建て替え 建て替え 
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児童福祉施設 

一次評価 建て替え・閉園・現状維持 

 

二次評価 ■認定こども園は、全ての施設が建て替えを検討する時期となっ

ています。地区により園児数の将来的な推移の傾向は異なりま

すが、今後も必要な施設です。年少人口の減少や配置バランス

を考慮して統廃合します。今後は、施設運営の効率化を図るた

め民間への移譲も検討します。 

■旧ことばの教室は幼児療育センターに機能を移行したことや、

地域からの要望を踏まえて改修し長寿命化を図ります。 

■幼児療育センター及び子育て支援施設は、竣工間もない施設で

あり、施設性能に問題はなく、長寿命化を図ります。 

 

名称 一次評価（方向性） 二次評価（方針） 

西こども園 建て替え 廃止 

南こども園 建て替え 大規模改修・長寿命化 

旧北こども園 閉園 廃止 

旧ことばの教室 建て替え 用途変更 

幼児療育センタ

ーなないろ 
現状維持 長寿命化 

子 育 て は う す 

ぱすてる 
現状維持 長寿命化 

 

保健・福祉施設 

一次評価 現状維持・建て替え 

 

二次評価 ■保健センターと福祉センターは、同一建物内の複合施設として

運営しており、平成 25 年度に大規模修繕を実施しています。

施設の有効利用を今後も持続するため、今後も機能分析を行い

ながら長寿命化を図ります。 

■旧ことばの教室は、用途を地域交流施設に変更（令和 3 年度の

予定）し、長寿命化を図ります（令和 2 年度末時点では改修工

事中）。 
 

名称 一次評価（方向性） 二次評価（方針） 

保健センター 現状維持 長寿命化 

福祉センター 建て替え 長寿命化 
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衛生施設 

一次評価 建て替え 

 

二次評価 ■不燃物処理場（廃棄物処理場）は、やや老朽化が進行している

ため、長寿命化改修を行いつつ長寿命化を図ります。 

■ごみステーションの配置の妥当性は、地域の人口により影響を

受けやすいため人口推移を継続的に分析する必要があります。

施設の老朽化度は様々ですが、順次、長寿命化等の対応を行っ

ていきます。 

 

名称 一次評価（方向性） 二次評価（方針） 

不燃物処理場（廃棄物処理場） 建て替え 長寿命化 

ごみステーション 
寺内・松山・下座倉・郡家・宝来・黒野中区・

黒野東区・瀬古・西方・大野 1 区・大野２区・

大野３区・南方・みどりﾆｭｰﾀｳﾝ・五之里・ 

牛洞・黒野北区 

建て替え 長寿命化 

 

墓地 

一次評価 建て替え 

 

二次評価 ■墓地施設は老朽化が進行しています。長寿命化を検討するとと

もに、地域への移譲についても検討していきます。 

 

 

名称 一次評価（方向性） 二次評価（方針） 

西霊園 建て替え 長寿命化 

 



 

- 89 - 

 
 

 

農業施設 

一次評価 建て替え 

 

二次評価 ■４か所の転作定着化研修センターと転作促進技術研修センター

は、地区の集会場としての役割を持っています。いずれも更新

時期を迎えていますので、農業就業人口の減少を見据えつつ、

建物をより有効活用するための方策として、管理を地元へ委託

しています。 

■ルート 303 については、類似機能を持つ「道の駅」が開駅し

たことから、機能の関連性に留意しつつ、長寿命化を検討しま

す。 

■バラ公園内育種施設、展示・直売所・研修室（バラ公園内）に

ついては、各施設の利用状況等を観察しつつ、長寿命化を検討

します。 

■東屋(絆の森)は、廃止します。 

 

名称 一次評価（方向性） 二次評価（方針） 

転作定着化研修センター 
公郷・黒野西・松山・寺内 

     － － 

島部転作促進技術研修センター      － － 

産地形成促進施設(ルート 303) 建て替え 長寿命化 

バラ公園内育種施設、展示・直

売所・研修室（バラ公園内） 
建て替え 長寿命化 

東屋(絆の森) 建て替え 廃止 

 

産業施設 

一次評価 収支改善・活用検討・長寿命化 

 

二次評価 ■道の駅地域振興施設、トイレ・情報館、屋根付回廊について

は、施設の性能については問題ありませんので、各施設の利用

状況等を観察しつつ、現状維持とします。 

 

名称 一次評価（方向性） 二次評価（方針） 

道の駅 地域振興施設 現状維持 維持 

道の駅 トイレ・情報館 現状維持 維持 

道の駅 屋根付回廊 現状維持 維持 
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公園 

一次評価 収支改善 

 

二次評価 ■配置のバランスがやや不均一であることや、トイレしかない施

設があるなどの機能のばらつきを考慮しつつ、地域の実情を考

慮し、再整備の検討を行います。 

■いずれも比較的新しい施設であり、施設の性能は特に問題あり

ませんが、継続的に点検を実施し、必要に応じて長寿命化等に

備えた検討を行います。 

 

名称 
一次評価（方向

性） 
二次評価（方針） 

公園 
木振ふれあい公園・松山水辺公園・バラ公園・下

方住吉灯明台公園・大野バスセンターふれあい広

場・桜大門ふれあい広場・大野ふれあい広場・黒

野ふれあい広場・条里公園・うぐいす公園・松山

ふれあい公園・黒野駅レールパーク・上秋ふれあ

い広場 

収支改善 長寿命化・統廃合 

 

公営住宅 

一次評価 建て替え・収支改善・統廃合 

 

二次評価 ■中之元北団地以外の施設は大規模修繕・廃止時期となってお

り、維持修繕を行いながら、適正な管理を図っていきます。ま

た、現在の入居者が退去した後、廃止します。 

■中之元北団地は、空室状況を考慮して使用料の見直しや機能の

見直しを検討しつつ、必要な改修を行い長寿命化を図ります。 

 

名称 一次評価（方向性） 二次評価（方針） 

町営住宅稲富団地 建て替え 長寿命化・統廃合 

町営住宅上秋団地 統廃合 長寿命化・統廃合 

町営住宅中之元北団地 収支改善 長寿命化 

町営住宅中之元南団地 建替え 長寿命化・統廃合 
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小学校 

一次評価 建て替え・統廃合 

 

二次評価 ■ほとんどの施設が更新時期を迎えており、経過年数に応じて長

寿命化・大規模修繕・建て替えを検討する必要があります。 

■全体的な児童数減少が予想されるため、地区毎の人口推移につ

いて継続的に分析を行い、必要な改修を行いながら長寿命化を

図ります。 

 

名称 一次評価（方向性） 二次評価（方針） 

小学校 
大野・北・西・中・南・東 

建て替え・統廃合 長寿命化 

 

中学校 

一次評価 建て替え 

 

二次評価 ■両校とも更新時期を迎えており、経過年数に応じて長寿命化・

大規模修繕を検討する必要があります。財政負担を考慮し、長

寿命化による対処から順次実施していきます。 

■全体的な生徒数減少が予想されるため、地区毎の人口推移につ

いて継続的に分析を行い、廃止（集約化）も視野に入れたより

効率的な運営を行っていく必要があります。 

 

名称 一次評価（方向性） 二次評価（方針） 

中学校 
大野・揖東 

建て替え 長寿命化・廃止 
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社会教育施設（公民館） 

一次評価 統廃合、現状維持、収支・機能改善 

 

二次評価 ■ほとんどの施設が更新時期を迎えており、経過年数に応じて大

規模修繕・建て替えを検討する必要があります。 

■施設の特性上、収支・機能改善や利用増、また更なる活用を進

める必要があります。配置のバランスがやや不均一で、利用率

のばらつきは大きいですが、災害時の避難所の機能も有するこ

とから、大規模改修又は統廃合も視野に入れた効率的な運営を

検討していきます。 

 

名称 一次評価（方向性） 二次評価（方針） 

公民館 
中央公民館・第１公民館・ 

豊木地区農業構造改善センター（第２）・富

秋地区農業構造改善センター（第３）・西郡

地区農村集落多目的施設（第４）・ 

鶯地区農村集落多目的施設（第５）・ 

川合地区農村集落多目的施設（第６） 

統廃合、現状維持、収支・

機能改善 
統合、大規模改修 
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社会教育施設（文化系施設） 

一次評価 現状維持・統廃合 

 

二次評価 ■総合町民センターは、現在指定管理者による運営を行っていま

す。今後莫大な更新費用が予想されることから、予防保全的観

点で計画的な大規模修繕を行う必要があります。また、現在は

図書館と併設し、指定管理者制度を採用していますが、更に他

の施設との統合（複合化）についても検討する必要がありま

す。 

■民俗資料館は、昭和 5 年 3 月に建てられた旧大野小学校を昭

和 4７年 9 月に移築した建物です。文化・歴史遺産としての価

値を考慮しつつ取り壊しや保存を検討、また、他施設への機能

移転（統廃合、複合化）等を考慮していきます。 

■埋蔵文化財センターは、平成 9 年建築の旧いび川農業協同組合

富秋出張所の土地・建物を令和元年度に取得・改修しました。

改修を行い、建物に大きな問題がないため、予防保全をしつ

つ、長寿命化を図ります。 

■平成 26 年度に取得した旧北岡田家住宅は相当に古い建物です

が歴史的価値が高い建物であり、保存活用計画に沿って管理・

保存を進めます。 

 

名称 一次評価（方向性） 二次評価（方針） 

総合町民センター 

（図書館併設） 
現状維持 大規模改修 

民俗資料館 統廃合 統合 

埋蔵文化財センター 現状維持 長寿命化 

旧北岡田家住宅 現状維持 長寿命化 
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社会教育施設（スポーツ） 

一次評価 統廃合・建て替え・収支改善・廃止 

 

二次評価 ■武道館・体育館については更新時期を迎えており、大規模修

繕・建て替えを検討する必要があります。特に武道館について

は稼働率がやや低く、他の施設との複合化も検討する必要があ

ります。維持管理費が比較的高い傾向にあるため、武道館機能

を体育館へ統合し、建て替えを行います。 

■東運動場と運動公園については、施設の性能に問題はありませ

ん。運動公園の再調達原価が割高であることから、燃料・光熱

水費等の収支改善に努め、計画的な更新費用の積み立てを行っ

ていく必要があります。 

■平成 25 年度に運動公園内に取得した事業所施設は、多目的倉

庫として利用します。 

■旧宿泊研修所は廃止します。 

 

名称 一次評価（方向性） 二次評価（方針） 

武道館 統廃合 統合 

体育館 建て替え 建て替え 

東運動場 統廃合 長寿命化 

運動公園 
（レインボースタジアム、事業

所施設） 

収支改善 長寿命化 

旧宿泊研修所 廃止 廃止 

 

排水施設 

一次評価 収支改善 

 

二次評価 ■排水機場は竣工後間もないため、施設の性能に問題はなく、現

状維持とします。 

■管理協定をしている神戸町と連携し、適切な維持管理を継続

し、長寿命化を図ります。 

 

名称 一次評価（方向性） 二次評価（方針） 

下座倉排水機場 収支改善 長寿命化 
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水道施設 

一次評価 長寿命化、建て替えの検討 

 

二次評価 ■配水池、第２水源地の管理棟については更新時期を迎えてお

り、補強・修繕・建て替えを踏まえ検討していく必要がありま

す。 

■配水池及び電気室については、平成 24 年に耐震診断を実施し

た結果、耐震補強の必要はありません。また、平成 26 年に

は、防水モルタル、外壁吹付塗装を実施し、躯体の延命措置を

図りました。 

 

名称 一次評価（方向性） 二次評価（方針） 

配水池 建て替え 
長寿命化・建て替え 

上水道第 2 水源地 建て替え 

上水道第 3 水源地 建て替え 

長寿命化 上水道第 4 水源地 長寿命化 

上水道第 5 水源地 長寿命化 

 

普通財産施設 

一次評価 建て替え 

 

二次評価 ■旧大野町学校給食センターについては、平成 30 年 4 月から民

間企業へ建物・土地を貸し出しており、維持管理や大規模改修

は借主が行うこととなっています。 

 

名称 一次評価（方向性） 二次評価（方針） 

旧学校給食センター － － 
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6-4 PPP/PFI の活用 

公共施設等について、今後の維持・管理・運営方針について分析・評価した結果を踏まえ、行

政サービスの品質向上とともにトータルコストの縮減と適正化を図るため、民間活力（資金・技

術）を活用した事業推進（PPP、プライベート・パブリック・パートナーシップ：官民連携）も

視野に入れる必要があります。特に複合化等に伴い、維持・管理・運営手法について大幅に見直

す必要がある場合や建て替えを伴う事業等については、PPP の活用を検討していきます。 

 

主な PPP 手法の特徴 

 
 

方式 設計 建設 維持管理 運営 

従来 
公営 公営 

設計会社に委託 建設会社に委託 管理会社に委託 運営会社に委託 

PFI 
民設 民営 

PFI 事業者が包括的に実施 

公共施設等 
 - 

民営 

運営権利制度 PFI 事業者が包括的に実施 

DB 
公設 

 - 
民間事業者に包括的に一括発注 

DBO 
公営 公営 

民間事業者に包括的に一括発注 

包括的管理委託  - 
公営 

民間事業者に一括発注 

指定管理者制度  - 
公営 

指定管理者（民間）に指定 

 

 [資料：国土交通省資料] 
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我が国においては、公共施設等の整備や再開発、運営等の分野で PFI（プライベート・ファイ

ナンス・イニシアチブ：民営公共事業）が取り入れられ始めており、維持・管理・運営の効率化

の面で成果を収めています。庁舎をはじめとして、様々な公共施設について PFI の適用がなされ

ています。 

 

 

町においては、今後想定される公共施設の建て替え・複合化等に伴う建設工事や、施設点検な

どの維持管理、また運営の効率化を図り、高水準の公共サービスを維持していくために PFI をは

じめとする PPP の適用可能性を検討することは必須です。また、PFI に限らず、既に町で導入

実績のある指定管理者制度をはじめとする民間活力の活用や、地域への移譲等、公共施設の状況

に応じた適切な維持管理を積極的に推進していく予定です。  

 

 

  

PFI の適用対象となる主な公共施設 

 

施設区分 主な施設 

公共施設 道路・河川・公園・上下水道 等 

公用施設 役場庁舎・宿舎 等 

公益的施設 公営住宅・教育文化施設・廃棄物処理施設・社会福祉施設 

その他 研究機関など 

 

公共施設評価の結果 PFI や民間移譲の検討が必要と考えられる施設 

 

施設類型 施設名 

児童福祉施設 認定こども園 

公営住宅 町営住宅 

社会教育施設 

総合町民センター（図書館併設） 

民俗資料館 

宿泊研修所 
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第 7 章 総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針 

7-1 全庁的な管理体制の構築及び人材の育成 

本計画の基本理念及び基本方針に基づき、公共施設等を総合的かつ計画的に管理するために、

今後は有識者を交えた公共施設マネジメントの推進会議や委員会の設置も視野に入れて、本計画

に掲げた目標の遂行管理を行うこととします。 

また、本計画を効果的に進めるためには、公共施設の状況や将来の見通しについて十分理解

し、職員一人ひとりが、常に経営的視点を持って、全体の最適化を目指すことが必要となりま

す。このために、有識者や専門家による研修会等により、高度な知識、技術を要する人材を養成

すると共に、施設等の点検・補修や長寿命化に有用な情報収集を進め、効果的かつ効率的な公共

施設等の管理体制の構築を推進します。 

 

7-2 情報と意識の共有化 

公共施設等にかかる問題意識の共有化を図るため、議会や町民に対し随時情報提供を行うこと

により町民との協働の取り組みを促進します。 

特に、公共施設等の統廃合の実施にあたっては、「未来の大野町民に、より良いものを引き継

ぐ」ための取り組みであるという意識が共有できるように効果的な情報共有を進めていきます。 

また、取り組みの進捗状況を把握・共有するために、ＰＤＣＡ（計画・実行・評価・改善）サ

イクルを活用し、その結果を町のホームページ等を通じて公表していきます。 

 

7-3 フォローアップの実施方針 

本計画の対象期間は、10 年間という長期の計画のため、Ｐ.34「大野町総合計画と連動した

公共施設総合管理計画の推進予定」で示したように、中間時点の５年後を目途に、フォローアッ

プとして全体計画及び個別計画の見直しを行うこととします。 

なお、本計画の内容については、社会経済情勢の変化により前提となる条件が大きく変わる可

能性があるため、必要に応じて適宜見直しを行います。 

建物系の公共施設については、各施設の今後のあり方について全庁的な体制で検討を進めつ

つ、点検実施等の具体的な手法や優先順位について、柔軟に見直しを実施します。 

インフラ系の施設については、点検基準等の整備状況や新技術による効率的な点検の実施等、

国や県、他市町村の動向にも注視しつつ、適宜見直しを実施します。 
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用語集 

大野町公共施設マネジメント関連用語 
大野町グランドデザイン 

 ■大野町の目指すべき将来像として「人と企業が集い、活力あふれるエコタウンおおの」

を掲げ、地域活性化に向けた重点テーマとして、「観光」、「企業誘致」、「環境」の『３

つのＫ』を位置づけています。 

大野町総合計画 

 ■【第五次総合計画（平成 17 年度から平成 26 年度）】 

総合計画は、大野町が策定する最上位の計画に位置づけられるものであり、総合的かつ

計画的にまちづくりを進めるための指針となるものです。町の地域活性化の方向を示し

た『大野町グランドデザイン』をふまえ、大野町の将来のあるべき姿とそれを実現する

ための各分野における施策の方向性を示すことを目標として実施してまいりました。 

■【第六次総合計画（平成 27 年度から令和 6 年度）】 

第五次総合計画に引き続き「快適で 笑顔あふれるやすらぎのまち おおの」の実現に向

けて、将来を担う次世代の人材を育み、持続可能なまちづくりを進めていくことを目標

に、これまでの総合計画のまちづくりの成果や課題認識とともに、高速道路・IC 開通の

機会を活かした地域振興策、土地利用策を推進し、今まさに新しいスタートを切るとい

う認識にたって、住民と行政との協働により、住民の創意と知恵を結集し、大野町の地

域特性を活かした、持続可能で自立した社会を創生するための指針となるべき、新たな

大野町総合計画を策定したものです。公共施設等総合管理計画の上位計画として位置づ

けます。 

公共施設マネジメント 

 ■地方公共団体の保有する施設等を重要な資産の一つと捉え、戦略的に施設の企画、計画、

建設、運営、管理、維持、更新等を行い、地方公共団体活動を最適化する経営管理活動

です。 

公共施設マネジメント白書 

 ■第六次総合計画作成にあたって検討すべき資料としての位置づけとなっております。す

なわち、各施設の調査・分析結果を取りまとめ、今後の各施設の運用指針を示すための

参考資料となります。 

インフラ長寿命化基本計画 

 ■老朽化対策に関する政府全体の取組として、平成 25 年６月に閣議決定した「日本再興

戦略」に基づき、インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議において、同年

11 月に「インフラ長寿命化基本計画」がとりまとめられました。 

■今後、基本計画に基づき、国、地方公共団体レベルで行動計画の策定を進めることで、

あらゆるインフラの安全性の向上と効率的な維持管理を実現することとされています。 

長寿命化 

 ■公共施設の更新（建て替え・大規模修繕）の時期を想定するにあたり、従来の考え方で

は法定の耐用年数を建物の仕様限度と考えていましたが、各建物の物理的な耐用年数ま

で使用するため、計画的な修繕や建物の機能改善のための修繕を計画的に実施すること

を長寿命化といいます。 

■長寿命化により公共施設の維持管理に掛かるコスト節減と安全確保等を実現していく

必要があります。 

ライフサイクルコスト 

 ■建物の建設時から最終的に解体に至るまでの、その建物に掛ける初期（イニシャル）コ

スト、施設運営及び維持（ランニング）コストの総計をライフサイクルコストといいま

す。 

■建物のライフサイクルコストは建設費の数倍掛かるのが一般的とされており、これを念

頭に置きつつ建物の更新に必要な費用とそれに充てる財源について中長期的に計画し

ていく必要があります。 
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橋梁長寿命化修繕計画 

 ■橋梁は年とともに劣化や損傷が生じますが、それらが進行して大きな被害が発生しない

よう、点検と修繕工事（再塗装やひび割れの補修など）を行う必要があります。 

■橋梁長寿命化修繕計画は、通行の安全性を確保し効率的な維持管理ができるよう、点検

や修繕工事などの予定を示した計画です。 

水道ビジョン 

 ■町の水道事業について「安全で安定した水の供給」を基本理念とし、下記の方針を定め

たものです。 

・持続：中長期的な視点で財源の裏付けのある更新計画を策定（アセットマネジメント） 

・安全：給水の全段階において包括的な危害評価及び管理を実施（水安全計画） 

 ・強靭：想定される災害に対する事前及び応急の対策を計画（災害対策計画） 

     配水管を優先度に応じて効果的かつ効率的に更新（管路更新計画） 

人口ビジョン 

 ■今後想定される人口減少を克服し、「ひと」と「しごと」の好循環をつくりだすため、

町民や企業・団体、行政など多様な主体が人口に関する認識を共有することを目的に、

国及び県が策定した長期（人口）ビジョン及び総合戦略を勘案し、人口の現状分析、今

後目指すべき将来の方向と人口の将来展望を提示するために策定したものです。 

おおの創生総合戦略 

 ■平成 26 年 12 月 27 日に策定された国の「長期ビジョン」及び「まち・ひと・しご

と創生総合戦略」を勘案するとともに、岐阜県における「岐阜県人口ビジョン」及び「『清

流の国ぎふ』創生総合戦略」の方向性も踏まえつつ策定するものであり、本町の人口減

少の克服と地域の自立的かつ持続的な活性化に向けた現状と課題、目指すべき姿、最初

の５年間における具体的な取り組み方向を示すものです。 

特定年齢対象施設 

 ■公共施設の内、年少人口（0～14 歳）に該当する町民を利用対象とした公共サービス

を提供する施設です。 

■特定年齢対象施設に含まれる施設は下記の通りです。 

 ・学校施設：小学校、中学校  

・児童福祉施設：認定こども園、旧ことばの教室、幼児療育センター、子育て支援施設 

■今後のあり方を検討するうえで、少子高齢化の影響を特に考慮する必要があります。 

施設分類（施設型） 

 ■大野町公共施設マネジメント白書にて、公共施設を用途や町内の配置によって分類しま

した。 

■例えば、町役場など、町に 1 つしかない公共施設がある一方で、小学校、中学校、公営

住宅など、同種類の施設を町内に分散して配置している公共施設もあります。 

 ・単独設置型施設：町に１つしかない公共施設（町役場庁舎等、総合町民センター等） 

 ・分散配置型施設：同種類の施設を町内に分散して配置している公共施設 

 ・供給型分散配置型施設（消防団車庫、町営住宅、運動施設等）： 

   分散配置型施設のうち、町の特性などに考慮してある程度町の裁量で配置した施設 

 ・需要型分散配置型施設（小学校、中学校、公園、ごみステーション等）： 

   分散配置型施設のうち、地域の人口分布などに基づき計画的に配置した施設 

 

行財政関連用語 
類似団体 

 ■類似団体とは、行政執行規模等の相違を踏まえつつ、人口及び産業構造により全国の市

町村を 35 の類型に分類した結果、当該団体と同じ類型に属する団体を言います。 

（大野町においては、V-１「人口 20,000 人・Ⅲ次６０％未満」のカテゴリ） 

■なお、各年度の類似団体の数値は、各団体が当該年度に属する類似団体の平均値を掲載

しています。 

■また、類似団体平均とは、類型における選定団体による各指標の平均値です。 
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財政力指数 

 ■地方公共団体の財政力を示す指数で、基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数

値の過去 3 年間の平均値をいいます。財政力指数は主として財政基盤の強弱を示しま

す。 

財政力指数 ＝ 基準財政収入額 ÷ 基準財政需要額 

■値が高いほど税収が相対的に高いことを意味します。 

経常収支比率 

 ■人件費、扶助費、公債費のように毎年度経常的に支出される経費（経常的経費）に充当

された一般財源の額が、地方税、普通交付税を中心とする毎年度経常的に収入として計

上される一般財源（経常一般財源）、減収補てん債特例分及び臨時財政対策債の合計額

に占める割合をいいます。この指標は経常的経費に経常一般財源収入がどの程度充当さ

れているかを見るものです。 

■比率が高いほど、財政構造の硬直化が進んでいることを表します。 

将来負担比率 

 ■地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、当該地方公共団体の一

般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模を基本とした額（標準財政規模

から元利償還金等に係る基準財政需要額算入額を控除した額）に対する比率のことをい

います。 

■地方公共団体の一般会計等の借入金（地方債）や、将来支払っていく可能性のある負担

等の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合いを示す指標です。 

■比率が高いほど、将来財政上の問題が生じる可能性が高いことを意味します。 

公債費負担比率 

 ■地方公共団体における公債費による財政負担の度合いを判断する指標の一つで、公債費

に充当された一般財源の一般財源総額に対する割合をいいます。 

■比率が高いほど、一般財源に占める公債費の比率が高く、財政構造の硬直化が進んでい

ることを表します。 

ラスパイレス指数 

 ■加重指数の一種で、重要度を基準時点（又は場）に求めるラスパイレス式計算方法によ

る指数をいい、当該項目においては、地方公務員の給与水準を表すものとして、一般に

用いられている国家公務員行政職（一）職員の俸給を基準とする地方公務員一般行政職

職員の給与の水準を表しております。 

■値が高いほど、当該団体における給与水準が高いことを意味します。 

人口推定法（コーホート要因法） 

 ■コーホートとは、同年（又は同期間）に出生した集団のことをいい、コーホート要因法

とは、その集団ごとの時間変化（出生、死亡、移動）を軸に人口の変化をとらえる方法

です。例えば、ある地域において観測された 15～19 歳の人口は、5 年後には 20～

24 歳に達します。また、その年齢の集団は、15～19 年前に出生したものであり、そ

の人口集団を年次的に追跡し、その人口集団の要因ごとの変化率を用いる方法をいいま

す。 

■コーホートの人口は、人口が時間の経過とともに変化する要因である死亡数と移動数に

よって変化し、コーホートの発生は出生によります。このため、基準年次の年齢別人口

があり、さらに年齢別に生残率と純移動率を仮定することができれば、人口推計が可能

となります。 

■また、5 年後の 0～4 歳人口を推計するためには、その地域の 5 年間の出生数を推

計し、そのうちから 0～4 歳に到達するまでの死亡数を除き、さらに移動数による増

減によって推計できます。 

■なお、将来における一般的な仮定値の設定には、以下の 4 項目が必要となります。 

① 出 生 率：15～49 歳までの女子の年齢（5 歳階級）別出生率 

② 生 残 率：生命表による 5 年後の男女・年齢（5 歳階級）別生残率 

③ 純移動率：基準年次とその 5 年前からの社会動態による純移動率 
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④ 出生性比：出生児の男女比（女児 100 に対する男児の比率） 

人口推定法（コーホート変化率法） 

 ■コーホート変化率法とは、コーホートごとの 5 年間の人口増減を変化率としてとらえ、

その率が将来も大きく変化しないものと推計し、0～4 歳の子ども人口は、25～34 歳

女子人口との比率により推計する方法です。 

■なお、コーホート変化率における一般的な仮定値の設定は、以下の 2 項目が必要です。 

① 年齢別コーホート変化率（基準年次とその 5 年前の男女・年齢別人口の変化率） 

② 婦人子ども比（基準年次の 0～4 歳男女別人口÷25～34 歳女子人口） 

PPP/PFI 

 ■PPP（Public Private Partnership：官民連携）とは、大野町において既に採用してい

る指定管理者制度や、以下に示す PFI 等のような、官民が連携して公共サービスを提供

する手法及び枠組みの総称です。 

■PFI（Private Finance Initiative：民営公共事業）とは、民間の活力（資金・技術など）

を活用することにより、国や地方公共団体の各種事業（公共工事などの設計・建設・維

持管理・運営等）に係るコストの軽減を図りつつ、公共サービスの品質維持・向上を目

指すための事業執行・推進のしくみです。 

■PFI では、VFM（Value For Money：支払う額に対して最も高価値のサービスを提供

すること）が基本原則の一つとなっています。今後の公共サービスにおいて、コストだ

けでなく質も重要視していく考え方を取り入れることが求められています。 

■PFI は海外ではすでに多く取り入れられており、国内においても公共施設等の整備や再

開発等の分野で成果を収めています。 

■PFI を活用できる施設としては下記のようなものが挙げられます。 

 ・公共施設（道路・河川・公園・上下水道 等） 

 ・公用施設（役場庁舎・宿舎 等） 

 ・公益的施設（公営住宅・教育文化施設・廃棄物処理施設・社会福祉施設 等） 

 ・その他（研究施設等） 

コンパクトシティ 

 ■拡散した公共施設等を中心市街地に集約化して都市機能を近接化し、生活圏を再構築

し、社会インフラを賢く使っていくための施策を、集約型都市（コンパクトシティ）の

形成といいます。 

■人口減少や高齢化が進行するなかで、公共サービスが集約化された「歩いて暮らせるま

ちづくり」を目指すものです。 

ユニバーサルデザイン 

 ■文化・言語・国籍・年齢・性別・能力などの違いにかかわらず、出来るだけ多くの人が

利用できることを目指した建築（設備）・製品・情報などの設計（デザイン）のことで

あり、また、それを実現するためのプロセス（過程）です。 

SDGｓ 

 ■２０３０年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標です。１７のゴール・１６

９のターゲットから構成され、地球上の誰一人取り残さないことを誓っています。 
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計画改訂の履歴  

平成３１年３月  

 児童館における課題認識に関する記述等を改訂 

令和３年３月 

①ユニバーサルデザインに関する記述を追加。 

②ＳＤＧs に関する記述を追加。 

③目標設定に関する記述を追加 

④更新費用等の表及びグラフの更新 
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